
　　　　　　　様式１

方
針

整
理
番
号

Ｈ26
担当課

重点プ

ロジェ

クト

（◎）

モニタ

リング

対象市

単独事

業（☆）

事業名 事業概要 平成24年度実績 平成25年度実績 平成25年度実績に対する評価 課題と今後の方向性

1

(1)

① 市民理解の促進

1
障害企画
課

広報・啓発活動の推進

市政だよりなどの広報，報道機関へ
の積極的な情報提供，福祉まつりな
どのイベント等，多様な媒体・機会を
活用し，障害のある方の市民理解の
促進等を図る。

・市政だよりなどの情報発信機会を活
用し，「心の輪を広げる障害者理解促
進事業」などの広報を行った。
・ウエルフェアなど障害のある方と健
常者がともに作りあげるイベントの実
施により相互交流機会を創出した。

・市政だよりなどの情報発信機会を活用
し，「心の輪を広げる障害者理解促進事
業」などの広報を行った。
・ウエルフェアなど障害のある方とない方
がともに作りあげるイベントの実施により
相互交流機会を創出した。
・１２月のウエルフェアにおいて，有識者
による「障害者差別解消法に向けて」の
講演を行い，市民への障害理解促進を
図った。
会場：福祉プラザ　ふれあいホール
講演来場者：210人

広報においては，障害のある方向けの情
報が多かったが，市民向けの講演の実施
により市民の障害理解へのきっかけづく
りができた。

今後も様々な機会を通じて，障害に関す
る正しい知識を啓発することで，市民理解
の促進に努める。

2

教育局生
涯学習支
援セン
ター

市民センターにおける各種事業

市民センターにおいて，市民が障害
に関する理解を深めたり，障害のあ
る人も学習や社会参加・交流の機会
を得られるよう配慮した生涯学習事
業を実施する。

・障害への理解を深める講座を3館で
4事業行った。
・障害のある人も参加できるよう，要
約筆記付講座を9館で11事業，手話
通訳付講座を11館で15事業行った。

・障害への理解を深める講座を6館で8事
業行った。
・障害のある人も参加できるよう，要約筆
記付講座を11館で13事業，手話通訳付
講座を13館で16事業行った。

予定通り実施でき，参加者にとって障害
への理解が深まった。また，要約筆記・手
話通訳付き講座を実施することで，障害
のある人へも学習の機会を提供すること
ができた。

今後も利用者や地域住民等のニーズを鑑
みながら，事業を企画・実施していく。

3
障害企画
課

市政出前講座の活用等による各
種研修の実施

障害者保健福祉計画，障害のある方
の福祉サービスなどについて市政出
前講座の項目に入れるとともに，市
民からの要請に応じ，さまざまなテー
マにて講座を実施する。

テーマ「障害者の保健福祉サービス」
全体で8件
　・障害者保健福祉計画     1件
　・障害者の福祉サービス   4件
　・わかりやすい精神障害   1件
　・障害者総合支援法        1件
　・障害者施策の変遷        1件

テーマ「障害者の保健福祉サービス」全
体で3件
　・障害者の福祉サービス   2件
　・わかりやすい精神障害   1件

市民からの要請に応じ，障害者総合支援
法の概要やサービスなどについて説明し
たことで，障害に関する知識の普及啓発
と，市民理解の促進につなげることができ
た。

今後も引き続き，市民からの要望に応じ，
様々な出前講座を行なうことにより，一層
の市民理解の促進を図る。

4
障害者支
援課

◎
精神疾患・精神障害に対する正し
い理解の普及啓発
（再掲：整理番号78）

・精神保健福祉対策(普及・啓発）とし
て，精神保健ハンドブックの作成等を
行う。
・精神疾患・精神障害の正しい知識
の普及と適正な態度の醸成を目的と
した，様々な主体による取り組みをよ
り効果のあるものにするためにコー
ディネートするとともに，それらの取り
組みを地域に根ざした普及啓発活動
とするためのプログラムの開発等を
行う。

・精神保健福祉ハンドブックを作成・
配布した。
　　8,500部作成　医療機関，事業所
等に配布
・精神障害当事者による講演活動を
中心とした，精神障害の知識の普及
啓発を行った。
　　講演実施回数      22回
　　延べ聴講者数  1,313人
・これまでの活動実績を元に，同様の
普及啓発活動を各所で展開できるよ
う，普及啓発プログラムを作成した。

・精神保健福祉ハンドブックを作成・配布
した。
　　9,000部作成　医療機関，事業所等に
配布
・精神障害当事者による講演活動を中心
とした，精神障害の知識の普及啓発を
行った。
　講演回数　32回（講演者数65人）
　聴講者数　1,425人（一般市民、学生、
障害当事者の家族、司法書士、民生委員
など）
　学会「心理教育・家族ネットワーク」にて
活動報告

・ハンドブックは精神疾患を有する市民が
利用できる制度等についてまとめたもの
で，平成25年度は平成24年度に比べ，
500部多く配布をしたことで，より広く制度
等の周知を行うことができた。
・精神障害当事者による講演の聴講者数
は，平成24年度を上回り、講演回数３２回
のうち１０回は新規開拓の団体等からの
依頼であった。啓発活動が広く認知され
つつあると考えられた。

・今後も引き続き，精神保健福祉ハンド
ブック等による普及・啓発に取り組む。
・講演については，新規の講演箇所を増
加させることに引き続き努める。また，精
神障害者が地域の中で役割を見出し，生
きがいを得ていけるよう，ピアカウンセリ
ングやピア相談員の普及を進めていく。

5
障害者総
合支援セ
ンター

◎ 難病等普及啓発

難病患者等に対する相談支援体制を
強化するため，相談に携わる人材の
育成を行うとともに，市民に対する啓
発活動を行う。

難病患者の相談支援に従事する区役所
職員等を対象とした研修、相談支援事業
所職員を対象とした研修、市民を対象に
難病に関する理解の普及啓発を図る講
演会を実施する。支援者を対象とした研
修については，難病患者の生活実態や相
談ニーズについての理解が深まるよう当
事者から支援者に向けて発信いただく機
会を確保する。市民を対象とした普及啓
発講演会については，難病患者が社会生
活をしていく上で抱える困難さについて理
解が広がるよう企画する。

仙台市障害者保健福祉計画・第3期仙台市障害福祉計画　掲載事業　実施状況

自立に向けた市民理解の促進と権利擁護の推進

市民理解と相互交流の促進

誤解や偏見，差別をなくすため，多用な媒体や機会等を活用して，障害に関する正しい知識の普及啓発を行い，市民理解を進める。

資 料 １０
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6
障害企画
課

点字・声の広報発行

視覚障害のある方を対象に生活情報
を点字・音声版で毎月発行する他，
希望に応じ必要な文書等を音・点字
訳して提供する。また，「せんだいふ
れあいガイド」の冊子から視覚障害の
ある方が必要な情報を抜粋し，点字・
音声版を作成する。

視覚障害のある方を対象に点字・音
声版により必要な情報提供等を行
なった。
・生活情報の点字・音声版提供者数
　　点字版        2,063人
　　音声版        2,525人
・ふれあいガイド点字・音訳版作成部
数
　　点字版           25部
　　音声版         112部
・点字、音訳サービス利用件数
　　点訳サービス  46件
　　朗読サービス   2件

視覚障害のある方を対象に点字・音声版
により必要な情報提供等を行なった。
・生活情報の点字・音声版提供者数
　　点字版        2,032人
　　音声版        2,992人
・ふれあいガイド点字・音訳版作成部数
　　点字版　　　　　30部
　　音声版　　　　　85部
・点字、音訳サービス利用件数
　　点訳サービス  28件
　　朗読サービス   1件

視覚障害のある方への生活情報の提供
を行うことができた。

今後とも視覚障害のある方へ点字・音声
版による情報提供や点字・音訳サービス
の利用について周知するとともに，市民
に対して，様々な機会を捉え，点字・音訳
等に係る理解促進を図っていく。

② 相互理解と交流の促進

7
障害企画
課

障害のある方との交流を深める
各種イベント開催

障害のある方の芸術・文化活動振興
及び市民の障害福祉への理解啓発
のため，福祉まつりウエルフェア等の
イベントを開催する。

福祉まつり「ウエルフェア2012」を開
催した。
・屋外
　　開催日 平成24年9月30日（日）
　　会　 場 勾当台公園市民広場等
　　来場者 約11,000人
・屋内（障害者週間記念式典等）
　　開催日 平成24年12月9日（日）
　　会　 場 仙台市福祉プラザ　ふれ
あいホール
　　来場者 180人

福祉まつり「ウエルフェア2013」を開催し
た。
・屋外
　　開催日 平成25年10月6日（日）
　　会　 場 勾当台公園市民広場等
　　来場者 約7,000人
・屋内（障害者週間記念式典、障害理解
促進講演等）
　　開催日 平成25年12月8日（日）
　　会　 場 仙台市福祉プラザ　ふれあい
ホール
　　来場者 210人

障害のある方によるステージや屋外イベ
ントにはたくさんの市民が来場し，障害の
ある方とふれあうきっかけを作ることがで
きた。

障害理解の促進については，ウエルフェ
アに障害者差別解消や権利擁護などの
事業を効果的に組み合わせるなど，さら
なる来場者の増加に向けた方策を検討し
ていく。

8
障害企画
課

障害理解を促進するための事業
の推進

障害のある方とない方の相互理解促
進のため，心の輪を広げる体験作文
及び障害者週間のポスターの募集・
審査・表彰等を実施する。

心の輪を広げる体験作文コンクール・
障害者週間のポスターコンクールを
実施し，入選作品は障害者週間記念
式典で表彰した。また，各部門の最
優秀賞は全国コンテストへ推薦した。
　・心の輪を広げる体験作文コンクー
ル
　　応募作品 149点（小学生101点，
中学生27点，高校生・一般21点）
　・障害者週間のポスター
　　応募作品 33点（小学生24点，中
学生9点）

心の輪を広げる体験作文コンクール・障
害者週間のポスターコンクールを実施し，
入選作品を障害者週間記念式典で表彰
した。また，各部門の最優秀賞は全国コ
ンテストへ推薦した。
　・心の輪を広げる体験作文コンクール
　　応募作品 147点（小学生98点，中学生
39点，高校生・一般10点）
　・障害者週間のポスター
　　応募作品 11点（小学生4点，中学生7
点）

障害のない方にも，作品の製作を通し，
障害理解促進のきっかけを作ることがで
きた。

今後は，より多くの応募がなされるよう周
知の方策を検討し，市民の障害理解の促
進を図っていく。

(2)

① 権利擁護の推進

9
障害企画
課

成年後見制度の利用支援

判断能力が不十分な知的・精神障害
のある方について，配偶者及び２親
等内の親族がいない場合，親族によ
る申し立てが期待できないとき，市が
成年後見制度の申立を行う。また，市
が申し立てた者のうち，鑑定料や後
見報酬の支払能力がない者について
は後見報酬などを助成する。

・市長申立件数　　　　　2件
・後見報酬支払い件数　2件

成年後見使用支援事業
　・申立費用助成　　8件
　・後見人報酬助成　1件

市長申立親族調査委託
　・戸籍調査実施　　3件

申立費用・報酬等の助成や親族関係の
複雑な事案の戸籍調査の委託などによ
り、障害者の権利擁護推進に寄与した。

引き続き、申立費用等の助成を行い、必
要な方が成年後見制度を利用できるよう
にする。

10 社会課
日常生活自立支援（市区権利擁
護センター）

仙台市権利擁護センター（まもりーぶ
仙台）や各区の権利擁護センターに
おいて，障害などにより，判断能力が
十分でない方が，地域で福祉サービ
スを適切に利用し自立した生活を送
れるよう支援を行う。

・新規利用契約件数　34件
（知的障害17件、精神障害17件）
・実利用件数　190件
（知的障害86件、精神障害104件）

・新規利用契約件数　31件
（知的障害12件、精神障害19件）
・実利用件数　206件
（知的障害93件、精神障害113件）

新規利用契約件数は前年並み，実利用
件数は前年度より増加しており、障害者
の自立した生活に寄与した。

引き続き制度の周知を図り，制度の適切
な利用を図れるよう支援をおこなってい
く。

生活設計や金銭管理等を行うことが困難な障害のある方に対して，本人の意思を尊重しながら，相談，福祉サービスの契約や財産を保護する制度の利用を支援し，権利の擁護を図る。

障害者の権利擁護や虐待防止対策の推進
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11
障害企画
課

◎ 障害者差別解消

平成28年４月１日からの障害者差別
解消法の施行に向けて，独自条例の
制定に向けた検討を行うとともに，啓
発事業を実施する。

・条例制定に向けて、本市の現状等を踏
まえながら、障害者施策推進協議会での
議論を進めていく。
・広く市民に関心を持っていただけるよう
広報を行っていくとともに、条例制定の過
程に広く市民が参加できる手法を検討し
ていく。

② 虐待防止対策の推進

12
障害企画
課

虐待防止体制の整備

「障害者虐待防止法」をふまえ，障害
者虐待の予防及び早期発見，障害の
ある方の保護や自立に向けた支援な
どを行う体制の整備を図るとともに，
障害者虐待防止について普及啓発を
進める。

・相談・通報件数　               22件
・障害者虐待と判断した件数　3件
（対象期間　H24.10.1～H25.3.31)

・相談ダイヤルによる通報・届出の受理
53件
・障害者虐待と判断した件数　6件
・相談ダイヤルの開設時間の延長
　　（Ｈ26.2.1～、24時間体制）
・緊急対応用居室確保
・相談機能体制強化の委託
・虐待防止啓発リーフレットの作成
　　26000部

・相談ダイヤルの開設時間の延長などに
より夜間・休日等も電話による相談受付
が可能となり、障害者の権利擁護の推進
に寄与した。

・市民等に対し，様々な機会を捉え，障害
者虐待防止法の周知，権利擁護の啓発，
正しい理解の普及に取組む。
・障害者虐待防止のための関係機関の
ネットワークづくりを進める。
・研修などにより施設等における虐待防
止のための取り組みを促進していく。

2

(1)

① 相談支援体制の整備

13
障害者支
援課

相談支援事業の実施

障害のある方の自立と社会参加を促
進するため，地域で生活している障
害のある方やその家族等の相談に応
じ，総合的な支援を実施する。

社会福祉法人等に委託し，16ヶ所の
事業所で実施している。
・訪問  5,278件
・来所  5,316件
・電話 32,164件
合計  42,758件

社会福祉法人等に委託し，16ヶ所の事業
所で実施した。
・訪問  4,888件
・来所  5,104件
・電話 31,445件
合計  41,437件

・相談支援事業所への登録の有無に関わ
らず，支援できる体制を整えたことで，障
害者への支援の糸口を拡大することがで
きた。
・障害者自立支援協議会にて，事業所運
営の自己評価が行われ，そのプロセスを
通して課題の明確化と改善を行う必要性
の共有ができた。

相談支援事業では障害の内容や種類・や
年齢を問わず幅広い相談内容に対応す
ることが求められており，個別給付化され
た計画相談支援との整理を行い，業務内
容の明確化，実施体制の見直しを行う。

14
障害者支
援課

相談支援事業の再編強化や区役
所総合相談等（総合相談）

障害などにより「自ら支援を求めるこ
とが難しい」方へも，必要なときに必
要な支援が届けられるよう，区役所と
相談支援事業所のコーディネート機
能の強化や地域の事業者・支援者と
の連携体制づくりを進める。

区役所・総合支所において，障害の
内容や種類・年齢層を問わず，生活
全般にわたる相談に対し，総合的視
点に立った相談を行った。また，相談
支援事業所との協働による事例検討
やケースレビュー等を区ごとに月1回
程度行った。
・障害者総合相談延件数（区役所実
施分）
　　訪問  3,856件
　　来所  3,634件
　　電話  3,160件
　合計   10,650件
・協働による事例検討
　　開催回数　　 59回
　　延参加者数 564人
　　検討した事例の延件数 221件

区役所・総合支所において，障害の内容
や種類・年齢層を問わず，生活全般にわ
たる相談に対し，総合的視点に立った相
談を行った。また，相談支援事業所との協
働による事例検討やケースレビュー等を
区ごとに月1回程度行った。
・障害者総合相談延件数（区役所実施
分）
　　訪問   4,067件
　　来所   3,336件
　　電話   3,518件
　　合計 10,921件
・協働による事例検討
　　開催回数　　 58回
　　延参加者数 686人
　　検討した事例の延件数 221件

・障害者総合相談の延件数は前年度と大
きな変化はなく，限られた人員体制の中
で総合的視点に立った相談が行われた。
・区役所・総合支所と相談支援事業所の
協働による事例検討等の取り組みは，相
互に学び合い，支援の質を高めるための
場として活用されるようになってきた。

・指定特定相談支援事業者等新たに相談
支援を行う事業者が増加していることか
ら，より多くの相談支援に従事する事業
者を含めた意見交換や事例検討等の運
営を目指していく。
・自立支援協議会等の関連する事業との
調整を図りながら，地域の相談ニーズに
的確に対応していくための活動を推進す
る。

「障害者虐待防止法」をふまえ，障害者虐待の予防及び早期発見，障害のある方の保護や自立に向けた支援などを行う体制の整備を図るとともに，障害者虐待防止について普及啓発を進める。

 生涯にわたり地域での生活を支援する体制の充実 

相談支援体制の強化

区役所と障害者相談支援事業所のコーディネート機能を強化し，地域の事業者・支援者との連携を推進するとともに，どこで相談を受けても必要な支援が提供できる体制づくりを進める。

3
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15
障害者支
援課

精神保健福祉対策（医師等による
区・総合支所での相談等）

心の健康に関することや精神障害の
ある方の日常生活・社会参加などに
ついて，精神科医，精神保健福祉相
談員，保健師などが相談を行う。ま
た，回復途上にある在宅の精神障害
のある方を対象に，小グループでレク
リエーション活動などを行い，社会復
帰の支援を行う。

・精神保健福祉相談事業
　　 相談人数    　1,351人
　　 相談延回数　 2,532回
　　 訪問人数　    1,485人
     訪問延回数 　3,305回
・社会復帰のための小集団活動
　　 60回開催
     326人参加

・精神保健福祉相談事業
　　 相談人数    　1,149人
　　 相談延回数　 2,128回
　　 訪問人数　    1,077人
     訪問延回数 　2,843回
・社会復帰のための小集団活動
　　 59回開催
     334人参加

相談ケースの状況としては，複数の課題
を抱える支援困難ケースや病状悪化等に
よる緊急対応事例が増えており，全体と
しての相談，訪問の人数等は減少してい
る。困難事例等に対しては，指導医ととも
に訪問したり，複数の機関が連携すること
で支援を行うことができた。

社会的経済的な理由で地域との関わりが
希薄となっている事例など，多面的な課
題を抱えた事例が増加しており，他の関
係機関との連携を強化していく。

16
障害者総
合支援セ
ンター

☆ 障害者相談員による支援

障害者福祉に造詣の深い民間の
方々を障害者相談員として委嘱し（任
期２年），地域で暮らす障害のある方
が身近なところで相談支援を受けら
れる環境を整える。

・障害者相談員　37人
（身体22人，知的12人，精神3人）
・相談件数　855件

・障害者相談員　31人
（身体19人，知的6人，精神3人,高次脳2
人,難病1人）
・相談件数　880件

新たに難病と高次脳機能障害の障害者
相談員を増員して相談体制の充実を図っ
たことに加え、勉強会の開催や講演会や
啓発行事等への参加を通じて広報活動を
重点的に行ったことにより、相談件数の
増につながった。
また、相談員の研修により、相談員のス
キルアップを図ることが出来た。

地域における様々な相談支援事業が展
開される中で、障害者相談員の果たす役
割が効果的なものとなるよう、見直しが必
要である。
これまでの相談業務に加え、障害理解の
促進や啓発活動等に重点的に取り組む
など、新たな活躍の場を増やしていく。

17
障害者支
援課

精神保健福祉審議会

精神保健福祉審議会を設置し，精神
保健及び精神障害のある方の福祉
に関する事項の調査審議により，精
神保健及び精神障害者福祉の向上
を図る。

平成21年度の審議事項「精神疾患に
かかる早期支援のあり方」について
報告。新たな審議事項として「精神保
健福祉の視点からの災害対応のあり
方について」事務局より提案し承認。
作業部会を設置し検討することとなっ
た。
・審議会：1回開催
・作業部会：1回開催

審議事項である「精神保健福祉の視点か
らの災害対応のあり方」について、作業
部会を通じてアンケート調査や聴き取り調
査を行い、課題を整理した。審議会本会
にて、作業部会の中間報告を行った。
・審議会：１回開催
・作業部会：１回開催

作業部会を通じて、アンケート調査と聴き
取り調査を行い、精神障害のある当事
者・家族、関係機関から幅広く意見の聴き
とりを行ったことにより，震災の時に当事
者が過ごした状況や関係機関で行われた
支援が明らかになった。

避難所で過ごせない精神障害者への支
援が課題であり、在宅の被災者に対して
災害時の支援のあり方について整理す
る。また災害が発生した時だけではなく、
日頃からの当事者や関係機関での備え
等についても検討を行う。

② 障害の多様化に応じた相談支援の充実

・ウェルポート
　来所相談　904件
　文書相談　808件
　訪問相談　1,051件
・はあとぽーと
　来所相談  実人員302人・延人員
2826人
　電話相談  延件数12,777件
　訪問指導  実人員28人・延人員387
人
・北部・南部アーチル
　相談件数  9,640件
　（うち新規　1,319件，継続　8,321
件）（南北合計）

・ウェルポート
　相談件数（実数）　2,738件
(来所945件、訪問987件、文書806件）
　（補装具1,738件、更生医療762件、その
他238件）
・はあとぽーと
　はあとライン　(平日日中)　2,517件
　ナイトライン　（夜間年中）　9,633件
　自殺予防情報センター　　　　311件
　所内電話相談　　　　　　　　　488件
　個別来所相談　　　　　　　　1,584件
　訪問指導　　　　　　　　　　　　452件
・北部・南部アーチル
　相談件数  9,890件
　（うち新規　1,477件，継続　8,413件）（南
北合計）

・ウェルポート
　健康増進センター・アーチルとの３所合
同で開催したイベントや,新たに作成した
機関誌や案内リーフレットを通じて当セン
ターの事業を広く周知し,必要な方が相談
しやすい環境づくりを行った。
　また,身体障害の方や高次脳機能障害
の方に対する相談支援のほか,新たに制
度導入された難病等の方に対する補装具
判定等において,多職種連携による専門
的支援を実施することができた。
・はあとポート
　支援困難ケースなどの増加に伴い訪問
指導件数が増加しているが，区役所等と
の連携により，積極的な支援につなげる
ことができた。
　自殺予防情報センターへの電話相談
は，本人からの相談が約8割と多く，また
女性の割合が7割以上で高い状況であっ
たが，相談を通じて精神的な不安の解消
や今後の改善にできる限りつなげ，自殺
予防の推進を図ることができた。
・北部・南部アーチル
　新規相談・継続相談とも前年度より増加
し、特に新規相談の増加が著しい。より
「障害特性の判断が難しい」新規相談や
地域で対応できる社会資源が不足してい
ること等による継続相談並びに虐待や触
法、引きこもり（不登校）等、家庭背景の
諸問題も複雑に絡み合った相談に対応し
た。

・ウェルポート
　専門相談機関としての相談・支援機能を
発揮するにあたり，当センターの機能や
役割について，広く認知されることが重要
である。
　引き続き、機関紙の発行やホームペー
ジ等の各種媒体による宣伝を行い，周
知・広報を強化する。
　また，高次脳機能障害や難病等の新た
な障害の方に対する専門的支援の充実
を図る。
・はあとぽーと
　電話相談は内容が複雑化しており１件
あたりの対応時間が長くなっていることか
ら，相談を待つ方からの苦情も寄せられ
ているため，電話相談受理体制の見直し
を行っていく。また区役所が抱える支援困
難事例やひきこもり等の、より緊急性が高
く、継続的な支援が必要となるケースにつ
いては，専門的な支援体制を整え、引き
続き区役所等と連携して取り組んでいく。
　自殺予防情報センターでは、より緊急性
の高いハイリスク者からの相談に対応で
きるよう，医療機関や各種関係機関との
連携を強化していく。
・北部・南部アーチル
　相談から浮かび上がる課題を的確にと
らえ，必要な支援システムや資源の創
出，支援者の養成等，市民や関係機関と
のネットワークに基づく取り組みを進め
る。

本市の相談機関（障害者総合支援センター，精神保健福祉総合センター，及び北部・南部発達相談支援センター）がその機能を最大限発揮しながら，より身近な相談機関（自閉症児者相談支援セ
ンター，中途視覚障害者支援センター等）の充実を図り，障害の多様化に応じた相談支援を行う。

18

障害者総
合支援セ
ンター，
精神保健
福祉総合
セン
ター，
北部・南
部発達相
談支援セ
ンター

専門的な相談機関における相談
等

各専門相談機関（障害者総合支援セ
ンター（ウェルポートせんだい），精神
保健福祉総合センター(はあとぽー
と)，北部・南部発達相談支援セン
ター(北部・南部アーチル)において，
障害のある方の様々な障害特性や
複雑な事例等に応じた相談・支援を
行う。

4
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19

発達相談
支援セン
ター（南
北）

自閉症児者相談支援センター運
営管理及び拡充

自閉症の方へのより身近な地域にお
ける支援の充実を図るため，自閉症
児者相談支援センターを開設し，支
援の拡充を図る。

継続的かつ頻回に支援が必要な在
宅の自閉症などの発達障害児者を対
象に相談・支援を行った。
・相談延べ件数  2,447件
・相談実人員       270人（2センター
合計）

継続的かつ頻回に支援が必要な在宅の
自閉症などの発達障害児者を対象に相
談・支援を行った。
・相談延べ件数  2,747件
・相談実人員      280人（2センター合計）

相談件数が増加している中、自閉症児者
相談センターとの連携により，多様化する
自閉症児者への相談・支援ニーズに対応
できた。

増加する相談者への対応が限界に近づ
いており、さらなる相談員の増員に向けた
取り組みを進める。

20
障害者総
合支援セ
ンター

中途視覚障害者支援センター運
営管理及び拡充

中途視覚障害の方の地域での自立し
た生活を実現するため，中途視覚障
害者支援センターを設置・運営する。

・相談事業
　実利用者数     　231人
　延べ支援回数　2,512回
・交流会事業
　合計13回実施
　延べ参加人数　385人
・ロービジョン勉強会、ボランティア養
成講座、同行援護従事者研修等
　合計19回開催
　延べ参加人数　247人
・視覚障害者のための生活用具展示
会（eye eye福祉機器展）開催
　参加者　         300人

・相談事業
　実利用者数     　222人
　延べ支援回数　2,225回
・交流会事業
　合計13回実施
　延べ参加人数　485人
・ロービジョン勉強会、ボランティア講座・
研修会、点字のいろは教室等
　合計19回開催
　延べ参加人数　382人
・視覚障害者のための生活用具展示会
（eye eye福祉機器展）開催
　参加者　        400人

中途視覚障害者支援センターの機能強
化を図り、職員を加配して通所による職
業リハビリテーション（視覚障害リハビリ
テーション事業）を開始し、相談から就労
までの一貫した支援体制を整備すること
ができた。

中途視覚障害者支援センター開設から10
年目の節目となる。これまでの各事業の
取り組みに対する調査研究を行い、現行
の中途視覚障害者支援システムの評価を
行うとともに、システム構築に必要な新た
な目標設定を行う。

21

障害者支
援課・
精神保健
福祉総合
センター

◎ 震災後の心のケア

震災を契機として，精神的に不安定
になった方々への心のケア，被災者
を支援する様々な支援者へのメンタ
ルヘルスのケアを行う。健康問題に
限らず，生活全般への視点をもちな
がら，予防的なかかわりも行う。ま
た，震災と自殺予防に関した研修な
どを行う。

・非常勤嘱託職員を各区に配置し，
相談支援を実施
　訪問対象者実数　1,684件
　訪問延べ回数 　　1,949件
　電話相談数　　　　2,917件
　来所相談　　　　　 　276件
　ケースレビュー　　　　63件
・支援者の支援力向上を目的とした
研修会・検討会の実施
・普及啓発活動
　パンフレット作成，配布
　心のケアに関する広報活動
・こころのケアチーム（はあとぽーと仙
台）による支援
　被災者支援（訪問・相談等）延べ数
382件
　支援者向け技術支援（研修・講義
等）23回，1,126件
　地域住民向け普及啓発（　〃　）18
回，664件

・非常勤嘱託職員を各区に配置し，相談
支援を実施
　相談対応延べ件数　　　　　　　4,371件
　訪問相談　　　　　　　　　　　　　1,830件
　来所相談　　　　　　　　　　　　　　284件
　電話相談　　　　　　　　　　　　　1,509件
　その他　　　　　　　　　　　　　　　 748件
・支援者の支援力向上を目的とした研修
会・検討会の実施
・普及啓発活動
　地下鉄内広告を利用した啓発
　リーフレット作成，配布
・こころのケアチーム（はあとぽーと仙台）
による支援
　訪問相談支援数：428件
　支援者向け技術支援（研修・講義等）：
60件
　地域住民向け普及啓発：23件

・各区の要請に応じて，精神保健福祉総
合センターより医師を含む職員を派遣し，
レビューや事例検討会を実施することに
より，より専門的な支援を行うことができ
た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・支
援者対象の研修会や検討会を開催し，支
援者のスキルアップを図るとともに，支援
者を支える取り組みを行うことができた。
・心の健康づくりに関して，広告媒体を利
用し，相談窓口の普及啓発を行ったこと
により，幅広く相談窓口の周知を行うこと
ができた。

・今後復興公営住宅への入居が始まるこ
とに伴い，支援対象者が広範囲に広がる
ことになる。また，住まいの変化やコミュ
ニティの再編により，新たなニーズや潜在
化していたニーズが出てくることが予想さ
れる。これに対応できるよう，支援者間の
連携強化や，各区，総合支所の人員体制
の見直しを行い，被災者の支援体制を強
化していく。
・遅発性・動揺性・反復性にあらわれるス
トレス反応を即座にキャッチし必要な時に
効果的な支援を実施するための体制を引
き続きとっていく。
・各種研修の参加や開催，支援者同士の
情報交流等により，支援者を支える取り
組みを行っていく。

22
教育局教
育相談課
（子供未
来局）

◎ 児童生徒の「心のケア」推進事業

児童生徒の健やかな成長のために，
各学校の教育相談体制を充実させる
とともに，様々な悩みや相談に対応
するために心の専門家であるスクー
ルカウンセラーを全校に配置・派遣す
る。また，教職員の教育相談の対応
力の向上を目指して心のケア研修を
実施する。さらに，仙台市児童生徒の
心のケア推進委員会を設置し中長期
的な取組を検討するとともに，震災に
伴う心のケアを推進する。

・学校での相談体制を充実させるた
め，全ての学校にスクールカウンセ
ラーを配置または派遣を行った。
・学校において児童生徒の心のケア
を推進していくため，職種別に10回の
研修会を開催した。参加人数は1，
213人。
・精神科医や臨床心理士，大学教授
などの心の専門家で構成される心の
ケア推進委員会を5回開催し，助言を
得ながら心のケアの取組を行った。

・学校での相談体制を充実させるため，
全ての学校にスクールカウンセラーの配
置または派遣を行った。
・学校において児童生徒の心のケアを推
進していくため，職種別に7回の研修会を
開催した。参加人数は779人。
・精神科医や臨床心理士，大学教授など
の心の専門家で構成される心のケア推進
委員会を4回開催し，助言を得ながら心の
ケアの取組を行った。

・全ての学校にスクールカウンセラーを配
置，派遣することによって，全ての学校で
児童生徒の相談や対応を行うことができ
た。
・心のケア研修を継続して開催すること
で，学校の教育相談体制の強化や教職
員の心のケアに関する知識や力量の向
上を図ることができた。

震災時未就学であった小学校低学年の
児童や被災地からの転入生に対する心
のケアや保護者との相談が今後も必要な
ことから，全ての学校へのスクールカウン
セラーの配置，派遣が必要であり，全校
配置の継続に向けて配置形態等も含め
検討していく。

23

子供未来
局子育て
支援課
（教育局）

◎ 子どもの「心のケア」推進事業

幼児健康診査の機会を活用した問診
調査や保健指導を行うほか，震災の
被災者を対象として「子どものこころ
の相談室」における専門医による個
別相談を実施するなど，子どもの心
のケアの充実を図る。

・平成24年度実績　問診票聞き取り
26,276人
・児童精神科医による専門相談数
107人

問診票による聞き取り17,124人
児童精神科医・臨床心理士による専門相
談73人

幼児健康診査の場を活用して、不安を抱
える保護者と子どものこころのケアを実施
した。「子どものこころの相談室」を開設
し、児童精神科医等による専門相談を実
施した。

平成25年度は震災後に生まれた1歳6か
月児を対象外としたが，年数を経ても保
護者の不安が急激には改善していないこ
とが分かったことから，平成26年度からは
1歳6か月児健診も対象とすることで，引き
続き，市民にとって、身近な相談窓口とし
て各区家庭健康課において子どものここ
ろの相談室を開設していく。

5
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24

障害者支
援課・障
害者総合
支援セン
ター

◎ 難病患者等初期相談支援強化
初期相談支援体制を強化するため、
各区障害高齢課に嘱託保健師等を
配置

・各区嘱託保健師等を1人配置。
・医療との連携強化を目的に12医療機関
を訪問
・配置職員及び区役所担当職員対象に3
回の研修を実施
・難病患者等の支援に関する基本研修13
人
・就労支援に関する研修22人
・災害時の人工呼吸器と吸引器に関する
研修　13人
・難病患者に対する訪問件数（5区実施
分）216件

・各区に保健師等を配置したことで，難病
患者からの相談件数の増加に対応するこ
とができた。
・医療機関に対し障害福祉サービスや各
区の相談体制の周知を図ることができ
た。

・引き続き、医療機関との連携を図るとと
もに、難病患者等からの相談に対応す
る。
・今後は災害時の備え等について十分な
知識を持って支援を行えるよう研修を実
施する。

25
障害者総
合支援セ
ンター

◎ 難病医療相談会委託

患者や家族の療養上の不安の解消
を図るため、医師、保健師、看護師、
ケースワーカー等が、病気の理解、
不安の解消、療養生活に関する助
言、指導等を行う。

・委託開催回数　計15回
・各保健所　      計6回
・延べ参加人数　　1,112人

・開催回数　計15回
・延べ参加人数　計970人

15回の委託に、各区保健福祉センター・
障害者総合支援センター開催分を加える
と年間35回の相談会を実施することが出
来た。実施回数を増やしたことで、対象と
なる疾患や取り上げるテーマも幅が広が
り、難病患者の相談機会の拡大を図るこ
とが出来た。

今後はさらに患者や家族の不安の解消
等を図るため、委託開催回数の追加も含
めて、相談会の実施のあり方について検
討していく。

③ ケアマネジメント推進体制の整備

26
障害者支
援課

障害者自立支援協議会及び地域
の自立支援協議会

相談支援事業の適切な実施を図るた
め，相談支援事業の運営評価，事業
者等への指導・助言，関係機関によ
るネットワークの構築等を行う。また，
社会資源や制度の有効活用と，区圏
域の課題の集約・検討を行う地域の
自立支援協議会を設置する。

・障害者自立支援協議会　1回開催
・区ごとの自立支援協議会　未設置

・市障害者自立支援協議会　2回開催
・区ごとの自立支援協議会　未設置

評価・研修専門部会において，定性的な
既存の尺度を用いた相談支援事業所の
自己評価と業務改善を行うことができた。
また，相談支援事業所部会において，個
別支援を通じた地域活動の必要性につい
て検討し，区ごとの自立支援協議会の設
置に向けた検討を行う必要性が共有され
た。

・質の高い障害者ケアマネジメントを提供
するため，事業所評価の仕組みづくり等
を行い，サービス等利用計画の量的拡大
のための体制づくりを目指す。
・区ごとの自立支援協議会については，
その具体的な運営のあり方等について検
討を行う。

27
障害者総
合支援セ
ンター

ケアマネジメント従事者研修

相談支援従事者を核とし，地域の事
業者・支援者を含むケアマネジメント
やチームアプローチの実践を拡大す
るため，日頃の実践からの「気づき」
とその活用につながる研修を企画し
実施する。またＯＪＴや拠点的なコー
ディネート機能と併せ，人材育成策の
体系化を図る。

区役所・総合支所，専門的な相談機
関，相談支援事業所，障害者福祉セ
ンター等の職員を対象に障害者ケア
マネジメント研修を実施した。
・新任職員研修　受講者 57人
・中堅職員研修　受講者 40人
・リーダー研修　受講者 延30人
・普及啓発研修（GH･CH支援者研修）
受講者 延130人

新任者研修　43人参加
中堅者研修　21人参加
リーダー研修前期　28人参加
リーダー研修後期　30人参加

本研修は，経験に応じた段階的な成長を
目指しており，初任者はケアマネジメント
の展開を，中堅では対人援助や地域での
ネットワーク形成に必要な，支援者として
の自己理解を学んだ。中堅以降の職員に
は各事業所や地域での人材育成を考え
てもらうため，スーパーバイザーの養成を
目的に研修を実施した。各研修において
アンケートを実施。いずれも90％以上の
受講者から「有意義であった」との回答を
得ている。また，リーダー研修受講者はそ
の後の新任者対象の研修で講師等を務
めており，人材育成を担えるようになって
きている。

4回の研修相互のつながりを明確化し，市
として目指す支援者像を掲げ，従事年数
に合わせた研修全体の体系化を図ってい
きたい。また，支援者は短期間で入れ替
わることが多いため，支援者として長期的
にキャリア形成を図ってもらうよう，各研
修で「モチベーションの向上」を重要な視
点として取り入れる。

(2)

① 障害児とその家族への支援

28
子供未来
局子育て
支援課

母子保健法に基づく各種健康診
査
（再掲：整理番号70～73）

２(4)①参照 ２(4)①参照

29
子供未来
局保育課

☆ 障害児保育の充実
保育に欠け，集団保育が可能な障害
のある児童を保育所へ受け入れ，共
に育つことを推進する。

397人を受け入れ，さらに年度途中に
おいて，25人を受け入れた。

・356人を受け入れ、さらに年度途中にお
いて21人を受け入れた。
・発達相談支援センターとの共催研修を
実施。（年１回）
・保育所（園）巡回の実施。
・障害児のうち、医療ケアの必要な子の
入所は3人であった。

・年度途中においても保護者が障害児保
育を希望した場合には、速やかに移行、
入所できるようにしてきたことで、受け入
れを充実し、共に育ち合う環境を整えるこ
とができた。

・障害児保育が充実してきている中、今後
は発達障害への理解を深め、保育を実践
することが求められてきている。
発達相談支援センターとの共催研修の充
実や、保育課における巡回指導などを強
化していく。

障害児に対する支援の充実

サービス等利用計画作成の運用見直しにあわせ，本市の障害者ケアマネジメントの制度的運用を再構築するとともに，社会資源や制度の有効活用と課題の集約・検討を行う主体として，各区に自
立支援協議会を設置し，
ケアマネジメントの推進を図る。

障害の早期発見や，年齢，発達等に応じた支援を行うともに，就学前療育を充実し，子育て家庭の地域生活と障害のある子どもの自立等を支援する。

6
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30

障害者支
援課，北
部・南部
発達相談
支援セン
ター

児童発達支援事業による療育支
援

児童発達支援センター及び児童発達
支援事業所において，療育の拡充に
向けた取り組みを進める。

・平成23年度に開設した「袋原たんぽ
ぽホーム」の本格稼動及び「袋原たん
ぽぽホーム」「西花苑たんぽぽホー
ム」等で単独通園部門（毎日通園）を
1クラスずつ設けた。
・施設職員の研修を3回実施した。

児童発達支援センター、児童発達支援事
業所に職員が訪問し、児の様子や家庭状
況について情報を共有するとともに、療育
の内容や保護者支援等について話し合
いを行った。
訪問回数　　１８３件

児童発達支援センター、児童発達支援事
業所に職員が定期的に訪問することで療
育の内容や保護者支援について話し合う
きっかけにもなり療育の充実につながっ
た。

・職員の定期的な訪問については、今後
も続けていく。
・児童発達支援事業所に心理職が新しく
入ったことに伴い、心理職の役割整理お
よび心理職の人材育成等についての研
修を行っていく必要性がある。

31
北部発達
相談支援
センター

聴覚言語療育支援

言語及び聴覚に障害のある就学前
の幼児に対し，聴覚言語療育支援を
行い，障害の改善と言語･聴覚機能
の発達を促す。

個別指導やグループ指導，家庭への
支援を通して児童の言語・聴覚機能
の健全な発達を促した。
・通園児童数 26人

個別指導やグループ指導，家庭への支援
を通して児童の言語・聴覚機能の健全な
発達を促した。
・通園児童数 36人

個々の障害の程度や状況に合わせた支
援を行い，児童の発達の可能性を十分に
引き出しながらコミュニケーション能力の
向上を図るとともに，家族に対して適切な
支援を行うことができた。

言語及び聴覚に障害のある児童への支
援を引き続き行うとともに，保護者や関係
機関を対象とした研修等の開催により障
害への適切な対応・理解の促進を図る。

32

子供未来
局保育指
導課
（教育局）

特別（保育）支援コーディネーター
の養成

障害のある子ども等へ配慮した保育
やその保護者へ必要な支援を行うた
め，保育所内において支援の核とな
る，必要な基礎知識と実践力を身に
つけた職員を養成する。

・初級研修      343人
・上級研修　　 　89人
・前年度の初級研修受講修了者を対
象としたフォローアップ研修
 　受講者数     292人

【数値実績】
・初級研修　　385人
・上級研修　　　130人
・前年度の初級研修受講修了者を対象と
した　　フォローアップ研修　　５７人

各保育所に初級研修受講者が複数配置
されたことにより，障害児やその保護者へ
の支援を含め様々な困難事例に対応でき
るようになっている。また，上級研修にお
いて，困難事例の課題解決のため必要な
知識，技術を習得させ，各保育所の核と
なる人材の育成を図った。

公立保育所での初級コーディネーターの
養成数は目標数をほぼ達成したが，各保
育所内におけるコーディネーター間の連
携・協力による取り組みが必要なことか
ら，引き続きそのチーフとなる人材を育成
するための研修を実施する。また，２３年
度から休止している民間保育園のコー
ディネーター研修を再開し，コーディネー
ターを養成していくことが今後の課題であ
る。

33

教育局特
別支援教
育課
（子供未
来局保育
指導課）

特別支援教育コーディネーターの
養成・研修

発達障害等配慮を要する幼児児童生
徒への支援について，学校毎に指名
され，中心的な役割を担う特別支援
教育コーディネーターを対象とした養
成，研修の充実を図る。

・特別支援教育コーディネーター養成
研修を年間6回にわたって実施し，新
規に108人を養成した。
・特別支援教育コーディネーター連絡
会を2回実施し，市内幼稚園・学校の
特別支援教育コーディネーター412人
が参加し，研修・情報交換会を実施し
た。

・特別支援教育コーディネーター養成研修
を年間5回にわたって実施し，新規に114
人を養成した。
・特別支援教育コーディネーター連絡会を
2回実施し，市内幼稚園・学校の特別支援
教育コーディネーター412人が参加し，研
修・情報交換会を実施した。

主に中学校区を単位とした地域ごとの特
別支援教育コーディネーターの連携が進
み，学校間の情報の引継ぎや教員研修
の自主的な開催など，地域ごとの取り組
みが充実してきている。

地区ごとのコーディネーター連絡会のさら
なる充実を図るため，「コーディネーター
向上研修」の修了者を各地区の連絡会に
おける講師とするなど，活用を図る。

34

北部・南
部発達相
談支援セ
ンター

幼稚園や保育所への専門的バッ
クアップ

幼稚園や保育所（保育園）の支援機
能向上を図るために，アーチルの専
門職員が幼稚園や保育所を訪問して
の相談及び施設支援を行う。
研修会の実施
研修会への講師派遣

・保育所や幼稚園を訪問し，対応等
についての話し合いを行った（支援回
数  113回）。
・保育所の職員を対象に研修会を実
施したり，幼稚園や保育所で行う研
修会への職員の派遣を行った。
　研修会の実施       1回
　研修会への参加  21回
　（南北合計）

・個別のケースを通して保育所や幼稚園
を訪問し、対応等について話し合いを行っ
た。
・保育所職員を対象とした研修会を保育
課と協働で実施した。
・幼稚園や保育所で実施する研修会に講
師の派遣を行った。１つの園単独だけで
はなく、区ごとの幼稚園連合会の研修会
にも派遣。
訪問件数　１２１件
研修会の実施　１件
研修会への講師派遣　２０件

・訪問等で、個々のケースについて、児に
合わせた対応や保護者への支援につい
て話し合うことで支援の向上につながっ
た。
・研修会を通じて障害児の保育について
の知識の普及を図ると共に、お互いの業
務等を知ることで、その後の連携に生か
すことが出来た。

・保育所については、今後も保育課と連
携しながら職員のニーズに合った研修会
を実施していく。
・幼稚園連合会については、青葉区と太
白区の研修会に参加していたが、平成２
６年度からは若林区も参加予定。

35
障害者支
援課

障害のある方の家族支援等の推
進

障害児（者）と家族が住み慣れた地域
で安心して暮らし続けることができる
よう，障害児（者）等の家族に代わり
一時的な介護サービスを提供する。
また， 保護者による自主的な活動の
支援を行う。

拠点施設7ヵ所，実施施設４ヵ所，そ
の他１カ所にて実施した。
・日中介護    50,190時間
・宿泊介護      2,619泊
・外出介護，自宅での介護  353時間

拠点施設７ヶ所，実施施設４ヶ所，その他
１ヶ所で実施。
日中介護：49,852時間
宿泊介護：2,549泊
外出介護、自宅での介護：219時間

・利用者とその家族にとって使い勝手のよ
いサービスとして，大きなニーズがある。
・施設の受け入れ可能枠に限界があるこ
とから，一部の施設で利用者に対して他
のサービスの活用を勧め，サービス間で
の負担の集中を緩和させるなどの対応が
見られたことから，24年度の実績に比べ，
微減となった。

利用ニーズが受け入れ可能枠を超過し，
約半数の施設で新規の利用者登録が困
難な状況が続いている。今後，利用状況
の検証を進める中で，他のサービスとの
適切な分担等，サービスの望ましいあり
方について検討を行う。

7



　　　　　　　様式１

方
針

整
理
番
号

Ｈ26
担当課

重点プ

ロジェ

クト

（◎）

モニタ

リング

対象市

単独事

業（☆）

事業名 事業概要 平成24年度実績 平成25年度実績 平成25年度実績に対する評価 課題と今後の方向性

仙台市障害者保健福祉計画・第3期仙台市障害福祉計画　掲載事業　実施状況
資 料 １０

36

子供未来
局子育て
支援課

☆ 小児慢性特定疾患患者見舞金
小児慢性特定疾患の認定を受けてい
る児童に対して見舞金の給付を行う
もの。

・対象児童に対して年額30,000円の
見舞金を支給した。
　　青葉区     254件
　　宮城野区  174件
　　若林区     131件
　　太白区     208件
　　泉区        246件
　合計        1,013件
・本事業は平成25年3月31日を以って
廃止となった。
・平成25･26年度は経過措置となって
いる（25年度は20,000円、26年度は
10,000円）

対象児童に対して見舞金の支給を行っ
た。
・青葉区：   197件
・宮城野区：151件
・若林区：   115件
・太白区：   170件
・泉区：      212件
  合計：      845件

・昨年度比で支給件数はやや減少。
・経過措置1年目の平成25年度に関して
は、対象者に対して、一律2万円の支給を
適切に行うことができた。

見舞金についてはこれまで１年に一度3
万円を支給してきたが、平成24年度で事
業を廃止している。
ただし、平成24年度に見舞金の支給を受
けていた児童に対してのみ経過措置とし
て、平成25年度は2万円、平成26年度は1
万円を支給する。
平成27年度以降は支給は行わない。

37

子供未来
局子育て
支援課

☆
小児慢性特定疾患研究に関わる
通院介護料

小児慢性特定疾患の認定を受けてい
る在宅で、介護を受けて通院している
児童に年2回に分けて介護料の給付
を行う。通院１日につき1500円　月額
6,000円まで年2回(前期：4月分から9
月分，後期：10月分から翌年の3月
分)に分けて支給する。

対象児童に対して通院介護料の支給
を行った。
・青葉区　　　2,303回
・宮城野区 　1,454回
・若林区　　　　713回
・太白区　　　2,027回
・泉区　　　　 1.935回
合計　　　　　8,432回

対象児童に対して通院介護料の支給を
行った。
・青葉区：   2,246回
・宮城野区：1,371回
・若林区：     805回
・太白区：   1,838回
・泉区：      2.006回
  合計：      8,226回

・回数はほぼ昨年度並み。
・小児慢性特定疾患認定者の約70％が
本制度を利用しており、在宅で介護が必
要な対象者に対して、適切に介護料の支
給を行うことができた。

今後も、制度の周知・利用促進を促し適
切に事業を継続していく予定。

38

障害者総
合支援セ
ンター・
子供未来
局子育て
支援課

◎ 小児慢性特定疾患児と家族への相談支援事業

療育相談会、疾患や福祉サービス等
の周知を図るガイドブック等の作成、
関係職員に対する研修を実施

医療相談会3回実施(延べ78人参加）
研修会1回開催（参加者　45人）

小児慢性特定疾患で療養中の家族に対
して支援を開始するにあたり，難病の支
援の経験があるウェルポートと子育て支
援課が共催で事業を実施。研修会の実施
により関係職員の担うべき役割と福祉制
度等について理解が深まった。

長期療養児を抱える家庭は，育児不安・
育児ストレス等が高くなることが予想され
るため養育支援として①平成25年度か
ら，「小児慢性特定疾患療育相談会」を実
施②平成26年度から育児ヘルプ訪問事
業を開始③関係職員の研修も年2回実施
する。

② 放課後の居場所づくり

39
障害者支
援課

◎
放課後等デイサービスによる支
援

障害のある児童・生徒に，放課後や
夏休み等長期休暇中の活動の場を
提供するとともに,ボランティアや仲間
との交流，遊びや生活経験を通し，自
立に向けた支援を行う。

事業所を4箇所指定したことにより，
年度末には市内の事業所数は42箇
所になった。
・人日分/月  7,097人
・利用者数/月  916人
・市内放課後等デイサービス事業所
従事者を対象とした研修会を開催

上半期に事業所数が7箇所増加し、年度
末には、48箇所になった。
・延べ利用者数/月　8,340人
・実人数/月　1,006人

・実人数については、上半期に事業所が
増えたことにより、下半期にかけて増加し
たものの、見込みを達成することができな
かった。
・延べ利用者数については、上半期に事
業所が増えたものの、受入れ枠が十分で
は無いために伸びが鈍化し、見込みを達
成することができなかった。

・受入れ枠が十分で無いために，利用量
がも伸び悩んでいることから，既存の放
課後等デイサービスを実施している法人
などに対して新規事業所の開設を働きか
けるとともに，新規に参入する法人の事
業所の立ち上げを支援することで、事業
所の増設を目指す。
・週3日の利用制限により、お盆や年末年
始に、利用量が落ち込む傾向があること
から、長期休暇期における利用制限の見
直しを行うことで、利用量の増加を目指
す。

40
子供未来
局子育て
支援課

児童館等における要支援児の受
入れ

障害児等個別支援が必要な児童の
児童クラブへの登録が多い場合に，
職員体制づくりに要する費用を加算
するとともに，専門家による巡回指導
等を行うことにより，児童への支援・
配慮の充実を図る。

・児童クラブ運営費の加算として，指
定管理料または委託料の加算を12館
に対して行った。
・要支援児を受入れている児童館23
館に対して延べ25回の巡回指導を
行った。

児童クラブ運営費の加算として、指定管
理料または委託料の加算を12館(18加配)
に対して行った。
要支援児を受け入れている児童館26館
に対して延べ30回の巡回指導を行った。

運営費の加算及び巡回指導ともに、必要
な児童館に対して漏れなく実施することが
できた。

運営費の加算については、国の補助制度
との関係もあるが、拡充の可否について
検討していく必要があると考えている。
巡回指導については、要支援児数が増加
傾向にあることから、実施回数を更に増
やす必要を感じている。

③ 教育環境の充実

41

教育局教
育相談
課・
特別支援
教育課

発達障害児等の教育推進

発達障害及びその可能性のある児童
生徒への指導内容･方法等について,
専門家チームや巡回相談員を各校に
派遣し,指導･助言を行う。

・発達障害児教育検討専門家チーム
を7校に派遣した。
・巡回相談員を，74校，199人の児童
生徒を対象に158回派遣した。

・発達障害児教育検討専門家チームを6
校に派遣した。
・巡回相談員を，75校，203人の児童生徒
を対象に161回派遣した。

各学校では，専門家チームや巡回相談員
の活用が積極的に行われるようになり，
専門家の助言を踏まえて，児童生徒の実
態の把握やそれに基づく具体的な支援や
配慮が行われるようになってきている。

専門家チームに関しては，効果的な活用
を図るための積極的な周知について検討
する。

特別支援教育や教育相談等を通し，障害のある子どもの教育環境の充実を図る。

就学以降の健やかな成長と生活能力の向上等を図る放課後等デイサービスなどの放課後の居場所づくりを推進する。
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42
教育局特
別支援教
育課

肢体不自由のある幼児･児童生
徒に対する支援及び自立活動指
導支援

市立幼稚園，小学校，中学校，高等
学校，中等教育学校，特別支援学校
に在籍する肢体不自由のある幼児･
児童生徒に対する教育の充実を図る
ため，鶴谷特別支援学校にOT（作業
療法士）及びPT（理学療法士）を配置
し，併せて各学校･園に派遣し，肢体
不自由のある幼児･児童生徒への担
任等の取組に対して指導･助言する。

･OT（作業療法士）とPT（理学療法
士）を鶴谷特別支援学校に配置した。
 小・中学校にOTを15回、PTを9回派
遣した。
・ST（言語聴覚士）も鶴谷特別支援学
校に配置した。
 小・中学校にSTを26回派遣した。

･OT（作業療法士）とPT（理学療法士）を
鶴谷特別支援学校に配置した。
 小・中学校にOTを17回、PTを12回派遣
した。
・ST（言語聴覚士）も鶴谷特別支援学校
に配置した。
 小・中学校にSTを22回派遣した。

OT，PT，ST等の専門職の具体的な重言
により，各学校で障害の特性に応じた効
果的な指導を行うことができた。

効果的な活用を図るため，小・中学校へ
継続的な周知を行う。

43
教育局特
別支援教
育課

学校における医療的ケアの推進

市就学指導委員会の判断結果に
沿って市立小･中･特別支援学校に在
籍する児童生徒のうち，医療的ケア
が必要な児童生徒の学校生活や学
習を支援するため，看護師を配置す
る。

医療的ケアの必要な16校，27人の児
童生徒に対して，24人の看護師を配
置した。

医療的ケアの必要な15校，27人の児童生
徒に対して，23人の看護師を配置した。

看護師の配置により，医療的ケアの必要
な児童生徒の学校生活や学習を支援す
ることができた。

鶴谷特別支援学校においては，障害の重
い児童生徒が増加していることから，巡
回指導医の効果的な活用を検討する。

44
教育局特
別支援教
育課

特別支援教育指導補助プラン推
進(指導補助員の配置)

通常の学級に在籍する発達障害の
ある児童生徒の学習や学校生活を補
助する指導補助員の配置を行う。

年度途中にも，必要な学校に対して
順次配置し，101校に157人の指導補
助員を配置した。
なお，通常の学級に在籍し発達障害
の診断を受け，保護者から配慮して
欲しいと申し出のあった児童生徒は，
平成24年7月現在で1,433人であっ
た。

年度途中にも，必要な学校に対して順次
配置し，102校に161人の指導補助員を配
置した。
なお，通常の学級に在籍し発達障害の診
断を受け，保護者から配慮して欲しいと申
し出のあった児童生徒は，平成25年7月
現在で1,451人であった。

特別支援教育指導補助員を配置したこと
により，学級担任等が児童生徒一人一人
の状況をより詳細に把握し，適切に対応
できるようになっている。このことによっ
て，発達障害のある児童生徒が安定した
学校生活を送れるようになり，その効果
が学級全体に波及しているケースも多く
見られる。

学校現場で大きな効果をあげていること
から，今後も適切な配置を行い，障害の
ある児童生徒への学校や担任等の取組
みを支援していく。

45
教育局特
別支援教
育課

特別支援学級への指導支援員の
配置

特別支援学級に担任の指示を受け，
在籍児童生徒の学習や学校生活を
補助する指導支援員の配置を行う。

国の緊急雇用創出事業を活用し，51
校に62人の指導支援員を配置した。

国の緊急雇用創出事業を活用し，56校に
61人の指導支援員を配置した。

・特別支援教育指導支援員を配置したこ
とにより，支援員が介助を行い，学級担
任等が指導に集中するなどの役割分担
が可能となり，児童生徒一人一人に対し
て適切な指導ができるようになった。
・指導支援員が交流及び共同学習に付き
添うことにより，通常の学級と特別支援学
級が連携した指導も効果的に行われてい
る。

学校現場で大きな効果をあげていること
から，今後も適切な配置を行い，障害の
ある児童生徒への学校や担任等の取組
みを支援していく。

④ 地域における療育の支援

46

障害者支
援課，
北部・南
部発達相
談支援セ
ンター

児童発達支援センターによる支援

既存の資源を活用しながら，地域支
援の提供を行う中核的な機能を持つ
児童発達支援センターによる保育所
等への訪問支援など，サービス提供
体制の具体的な検討を進める。

・南北アーチルと児童発達支援セン
ターで現状の確認と支援内容の検討
を行った。
・従来業務として，アーチルが保育
所・幼稚園に訪問（113件）を通して保
育所等のニーズ把握を行った。

・児童発達支援センター・児童発達支援
事業所について、現在行っている業務の
確認や、センターへの移行について意向
を確認した。

・法人との話し合いを重ねることで、児童
発達支援センター・児童発達支援事業所
のそれぞれの役割等についてある程度
整理することが出来た。

今後は，将来のあるべき姿にむけ，児童
発達支援センターの役割，地域とどのよう
に連携していくか等について具体的に検
討していく。

(3)

① 障害特性等に対応した特別な支援

47
障害者支
援課

◎
医療的ケアを必要とする障害のあ
る方等への支援

痰の吸引や経管栄養，導尿等の医療
的ケアが必要な障害のある方など
が，サービスを円滑に利用しながら地
域で安心した生活を送れるよう支援
を行う。

障害者総合支援法の短期入所事業
者へ看護師配置のための補助金を
交付。
・利用延日数　223日
・利用実人数　　9人

＜要医療的ケア障害児者等短期入所事
業＞障害者総合支援法の短期入所事業
者へ看護師配置のための補助金を交付。
・利用延日数　265日
・実利用人数　7人
＜医療的ケア対応ヘルパー等人材養成
研修＞障害者福祉センターにおいて、支
援員による医療的ケア提供の推進のため
研修を実施した。

＜要医療的ケア障害児者等短期入所事
業＞実利用人数は固定している。
＜医療的ケア対応ヘルパー等人材養成
研修＞研修の実施により支援員の医療
的ケア実施に対する不安を軽減でき、若
林障害者福祉センターでは、支援員２人
の法定研修の受講につなげることができ
た。

<要医療的ケア障害児者等短期入所事業
>利用の需要が高いものの、利用実人数
が増加しない現状であることから、対応
ベッド数の増床を働きかけていく。
<医療的ケア対応ヘルパー等人材養成研
修事業>障害者福祉センターでの重度障
害者受け入れ体制の強化のため，障害
者福祉センター職員が研修を受講するこ
とにより、医療的ケア提供体制の拡充を
図る。

児童福祉法の改正により再編される「児童発達支援センター」等の機能を活かし，地域における療育の支援を強化する。

障害特性等に対応した支援の充実

医療的ケアが必要な方や重症心身障害児者，強度行動障害のある方など障害の状態に応じて特別な支援が必要な方々が，地域で安心して生活できるよう支援を行う。
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48
障害者支
援課

◎ 医療型短期入所推進

医療的ケアが必要な障害者が安心し
て利用できる短期入所事業のあり方
を検討するため、有識者懇談会等を
実施する。

ヒアリング・視察等も実施し、幅広い視点
で検討する。

49
障害者支
援課

☆ 在宅酸素濃縮器利用者への支援

在宅酸素療法を実施しているか，常
時人工呼吸器を必要とする身体障害
のある方等に対し，酸素濃縮器また
は人工呼吸器の使用にかかる電気
料金の一部を助成する。

酸素濃縮器や人工呼吸器の電気料
金の一部（月額3,000円）を助成した。
・利用者数  543人

酸素濃縮器や人工呼吸器の電気料金の
一部（月額3,000円）を助成した。
・利用者数  532人

当該事業の実施により，酸素濃縮器や人
工呼吸器の使用に係る電気料金の負担
軽減が図られたことにより，健康維持の
一助に寄与できた。

災害時の備え等について普及啓発を行
う。

50

北部・南
部発達相
談支援セ
ンター

発達障害のある方の自立に向け
た支援

現行の障害福祉サービス等での支援
が難しい発達障害のある方や家族へ
の支援，行動障害の軽減や二次障害
の予防を目的とした自立に向けた支
援を行う。

行動障害や二次障害の深刻化を防
止するため，宿泊アセスメントを含む
プログラムを実施した。
・支援実人員：6人

行動障害や二次障害の深刻化を防止す
るため，宿泊アセスメントを含むプログラ
ムを実施した。
・支援実人員：12人

行動障害が生じて家庭での生活が難しく
なり始めた主として学齢期の発達障害児
を対象にプログラムを実施したことによ
り，本人および家族への支援につながっ
た。

引き続き宿泊によるアセスメントを実施し
第二自閉症児者相談センター相談業務と
連動させることにより行動障害予防に向
けた取り組みを行う。

51
障害者支
援課

☆
全身性障害者等指名制介護への
助成

重度の脳性麻痺等により全身に障害
があり，家族に適当な介護者がいな
い障害のある方を対象に，障害のあ
る方本人に介護人を選任してもらい，
その介護を受けた場合にかかる費用
の一部を助成する。

・利用登録者数　　　  　46人
・ヘルパー登録者数　 215人
・介護延時間数　22,307時間

・利用登録者数　　　  　46人
・ヘルパー登録者数　 205人
・介護延時間数　23,740時間

介護延時間数が増加したことにより、介
護を得ることができない全身性障害者の
地域での生活を支える一助となることが
できた。

コミュニケーション支援等の理由により慣
れた介護人でなければ対応ができない
ケースもあるため、継続して実施する。

52
障害者支
援課

◎
難病患者等社会参加促進支援事
業

患者会・家族会の立上支援
就労を支援する専門支援員の配置等
を実施

平成25年12月に仙台市難病サポートセン
ター開設。電話相談74件、面接相談24
件、その他5件。

就労支援センターへの同行等により、患
者の気持ちに寄り添った支援をすること
ができた。

必要に応じて各区保健福祉センター、障
害者総合支援センター等との連携により
相談に対応する。関係機関等への周知を
行っていく。

53
障害者支
援課

◎
在宅障害者訪問入浴サービス
（障害者居宅介護）

在宅の重度障害者が利用できる訪問
入浴サービスの利用回数を拡大

・実利用者数　105人
・利用回数　4,718回

・実利用者数　107人
・利用回数　4,998回

月5回（6月～9月は月6回）までの利用回
数を、平成25年8月より月6回（6月～9月
は月7回）に拡大したことによって、前年度
よりも多く利用いただき、障害者の生活の
質の向上に資することができた。

訪問入浴を必要としている方にご利用い
ただけるよう、今後も，制度の周知に努め
る。

② 心身の状態に応じた適切な支援

54

障害企画
課，
障害者支
援課，
（障害者
総合支援
センター）

☆ 難病患者への支援
難病特別対策推進事業，遷延性意識
障害のある方の治療研究等の事業を
推進し，日常生活を支援する。

・難病患者等ホームヘルプサービス事業

　延べ139回

・難病患者等日常生活用具給付事業

　5件

・訪問指導事業

　延べ352人

・難病医療相談会

　21回実施　参加者数延べ　1,122人

・難病患者等ホームヘルパー養成研修事業

　受講者数　63人

・難病患者等ボランティア養成講座

　受講者数　　 48人

・遷延性意識障害者治療研究事業

　支給実人員　26人

・障害者総合支援法の障害福祉サービスの対

象に難病患者等が加わったため，居宅生活支

援事業（ホームヘルプサービス，日常生活用具

給付）は平成24年度で廃止となった。

・難病見舞金事業（年額30,000円を支給）

6,011件

　本事業は，平成24年度で廃止となった。

　平成25・26年度は経過措置となっている（25

年度は20,000円，26年度は10,000円）。

・訪問指導事業
　延べ445人
・難病医療相談会
　35回実施　参加者数延べ　1,393人
・難病患者等ホームヘルパー養成研修事
業
　受講者数　68人
・難病患者等ボランティア養成講座
　受講者数　　 39人
・難病サポートセンター
　相談件数延103件
・遷延性意識障害者治療研究事業
　支給実人員　26人
・難病見舞金事業（年額20,000円を支給）
　5,375件
　本事業は，平成24年度で廃止となった。
　平成25・26年度は経過措置となってい
る（25年度は20,000円，26年度は10,000
円）。

・難病医療相談会は，平成24年度までは
概ね20回の開催だったが，平成25年度は
35回開催し、より多くの患者に対する病
気の理解や不安の解消に寄与した。
・仙台市難病サポートセンターを委託し開
設した。（平成25年12月）
・ホームヘルパー養成研修，ボランティア
養成講座により難病の知識をもった支援
者の育成を行った。
・遷延性意識障害者治療研究事業では，
医療機関に対して介護料と褥瘡予防費を
支給することにより，適切な支援の実施
に寄与した。

難病があっても，地域で生活できるよう心
身の状態に応じた支援の充実を進める。
・訪問指導事業では，関係機関と連絡を
取り合いながらニーズに応じた支援を
行っていく。

難病患者，高次脳機能障害のある方，中途視覚障害者など，現行の障害福祉サービスでは対応が困難な障害のある方に対し，心身の状態等に応じた，きめ細かな相談や支援等を行い，自立や
社会参加を推進する。
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55
障害者総
合支援セ
ンター

包括的呼吸リハビリテーション事
業

呼吸器疾患特有の生活障害の実態
を明らかにするとともに，在宅の同疾
患の患者が健康維持や生活障害軽
減のため早期にリハビリテーションに
取り組めるよう，環境整備や仕組み
づくりを進める。

・呼吸健康教室（委託）の開催（5回×
2ヵ所）
　参加者　180人
・支援者を対象とした研修会の開催
　参加者 68人
・フライングディスク練習会への参加
（3回）
・障害者スポーツボランティアネット
ワーク研修会への講師派遣

・当事者を対象にした呼吸健康教室
平成25年6月5日～7月3日の各水曜日
（春教室・全5回）
平成25年10月2日～10月30日の各水曜
日（秋教室・全5回）
参加延べ人数：122人
・市内居宅介護支援事業所に勤務する職
員を対象にした呼吸リハビリテーション支
援者研修会
平成26年3月3日（１回）
参加者：67人

呼吸健康教室は例年通り当事者が自身
の疾患やその対応について学ぶことがで
きた。さらに、健康増進センターとの連携
により、生活の活動性を向上するため運
動を継続できる体制もできた。
(また、呼吸健康教室後の運動の継続実
施目的で健康増進センターにつながる
ケースもあり、地域でそれらの疾患の方
が社会資源を活用することにつながっ
た。)
支援者研修は、実際の支援場面に生か
すことができる内容を提供できた。(実際
の支援場面に活かす研修会の開催が出来

た。)

事業の充実を図り、継続できるよう、平成
27年度以降の委託先との連携のあり方に
ついて検討する必要がある。

56
障害者総
合支援セ
ンター

◎
重度障害のある方のコミュニケー
ション支援

筋萎縮性側索硬化症（ALS）等の意
思伝達が困難な重度障害のある方に
対して，生活の質（QOL）向上と尊厳
確保のため，意思伝達装置等を活用
したコミュニケーションの確立を支援
する。

・重度障害者に対する相談支援実績
(前年度）
  対象者　53人（前年31人）
  相談対応数  767件（前年611件）
・養成者研修
　実施回数  2回
  受講者数  42人

支援実績
実人数：58人（26人が新規）
支援件数：1102件（訪問が707件）
研修会
実施回数：1回（重度障害者コミュニケー
ション支援スキルアップ研修）
参加者数：28人

支援件数は前年度比1.43と増加してお
り、病気の進行に伴う身体状況の変化に
応じ、タイムリー且つ継続的な支援が提
供できた。
医療機関向けの研修会を開催し、早期支
援に向けた情報交換ができた。

安心してコミュニケーション機器を継続使
用するために重度障害者コミュニケーショ
ン支援センターの開所時間延長が求めら
れている。
早期支援、継続支援のために医療機関と
の連携を図っていく。
重度の障害状況に対応できるよう、より
高度な技術が必要となる。

57
障害者総
合支援セ
ンター

テクノエイド事業の推進

障害のある方の生活状況に合わせた
適切な福祉用具，住宅改修等の評
価・選定やモニタリングができるよう
システムを構築し，物理的バリアの軽
減を図る。

・障害福祉セミナーの実施
　3回実施　参加者142人
・介護保険施設における車いすの相
談支援の介入方法の調査研究事業
　7回実施

・障害福祉セミナーの実施
　　５回実施　　参加者　112人
・介護保険施設車椅子相談支援事業
　４回実施
・生活動作体験室相談・支援の実施
　88名対応

車椅子相談支援事業を随時対応できるよ
うに変更したほか,生活動作体験室相談を
判定の際にも実施できるように工夫したこ
とにより,適時の対応が可能となった。

研修対象者を施設職員中心から在宅支
援者へ広げていく必要性がある。
本センターが担うべき研修範囲を決める
必要性がある。
高齢者・児童と年代の区別なく支援できる
工夫が必要である。

58
精神保健
福祉総合
センター

精神障害のある方のデイケア事
業の支援

生活指導，作業指導などのデイケア
を実施し，回復途上にある精神障害
のある方の社会参加・社会復帰を促
進する。

・年間の通所者延数は2,890人であり
（「就労支援・社会参加コース」は
2,364人，「リワーク準備コース」は526
人），平均在籍者数は41人で，定員
60人に対する充足率は69.3％であっ
た。
・平成24年度「就労支援・社会参加
コース」終了者は9人。平均在籍期間
は2年10ヶ月。終了時転帰は56％が
就労系施設への移行や復学など社
会復帰に至っている。
・平成23・24年度「リワーク準備コー
ス」あわせて終了者21人。平成24年
度末の状況は61％が復職や就労，職
場のリワークプログラム等復職行動
開始に至っている。終了時，全員が，
通所開始時のうつ状態から改善して
いる。

年間の通所者延数は3,324人であり（「就
労支援・社会参加コース」は2,845人、「リ
ワーク準備コース」は479人）、平均在籍
者数は41人で定員60人に対する充足率
は69.3％であった。
H25年度「就労・社会参加コース」通所者
46人中終了者は6人。平均在籍期間は3
年6ヶ月。終了時転機は50％が就労系施
設への移行や復学など社会復帰に至って
いる。
H25年度「リワーク準備コース」通所者21
人中終了者は13人。H26年度末の状況
は、69％が復職や就労、職場復帰のリ
ワークプログラム等復職行動開始に至っ
ている。病状悪化のため中断した方を除
き、終了時は全員が通所開始時のうつ状
態から改善している。

「就労支援・社会参加コース」について
は、通所開始時に、単なる居場所ではな
く数年で他の社会復帰施設への移行や
就労等へのステップアップを目指して個別
の目標を設定し、きめ細かな個別支援で
あったと評価できる。
「リワーク準備コース」については、通所
者全員がうつ状態を改善して終了してい
ることから社会参加のための自己回復力
を高めたとして、心身の状態に応じた適
切な支援であったと評価できる。

「就労支援・社会参加コース」について
は、新規通所者(19人）が終了者（6人）が
上回っており、数年ぶりに通所者が増加
している。ただし、新規通所者の平均年齢
は35歳で40代は37％であった。通所者人
数の増加のために、今後も対象者拡大と
して若年者層及び統合失調症以外の精
神障害者等をターゲットとした運営を目指
し、紹介元となる医療機関に対して広報
活動を行っていく。
「リワーク準備コース」については新規通
所者の増加を目指し、市内唯一の認知行
動療法実施機関であることと終了後の再
発防止のためのOB会開催支援につい
て、紹介元となる医療機関に対して広報
活動を行っていく。

59
障害者総
合支援セ
ンター

◎ ☆
高次脳機能障害のある方への支
援

高次脳機能障害のある方が地域で
自立した生活を送ることができるよう
に，総合相談による支援を実施する
とともに，関係機関等が互いに連携
し，一体となって支援するネットワーク
の構築を図る。

・個別支援相談実績：
　支援実人数　66人，支援回数　297回
・勉強会・事例検討会の実施（3回）

  参加人数延べ　51人
・研修会（1回）  参加人数　11人

・「対応マニュアル」の作成  担当者の相談
支援の標準化
・「支援事例集」の整備、発行

・外部研修への派遣  ピアサポーター養成
研修，就労支援に関する研修会，小児期

高次脳機能障害者支援研修

・総合相談の延べ件数：205件（支援実人
数60人）
・研修：1回（高次脳機能障害リハビリテー
ション研修，参加者45人）

「専門的相談機関として，地域の支援機
関相互の連携を図り，バックアップする」と
いう理念のもと，相談ケースをより適切な
地域資源に繋げ，連携を意識した関わり
ができた。

障害者相談支援事業所や自立訓練（機
能訓練）事業所，就労支援機関等との連
携が進んでおり，次のステップとして医療
から地域への連携についてネットワーク
構築を行う。

11
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60
障害者総
合支援セ
ンター

◎ ☆ 中途視覚障害のある方への支援

中途視覚障害のある方が地域で自
立した生活を送ることができるよう
に，委託により総合的な相談支援・交
流会等の生活支援事業及び白杖歩
行・パソコン等の生活訓練事業を実
施する。

[中途視覚障害者生活訓練事業]
　白杖歩行訓練やパソコン操作訓練
等　41名に対し，延べ444回在宅で実
施。

[生活支援事業]
実利用者数　　　222人
延支援回数　　2,225回（内訳：電話1274
回，来所161回，訪問495回，メール等246
回，ケア会議49回）
[生活訓練事業]
利用延人員　　33人
訓練回数　　　374回
（内訳：パソコン訓練229回，白杖訓練87
回，点字訓練35回，身辺動作・家事動作
訓練9回，その他14回）

　生活支援事業においては，職業リハビ
リテーション（視覚障害リハビリテーション
事業）を開始したことで，事務系職種への
就労支援体制の整備が図られた。
　生活訓練事業においては，目標指向的
な訓練実施を意識して取り組んだことによ
り，前年度より待機期間の短縮が図られ
た。
　視覚障害者への支援の向上を図るため
に，先進地の視察研修を実施したことで，
事業所職員等の人材育成に役立てる知
見を得ることができた。

生活支援事業においては、これまでの各
事業の取り組みに対する調査研究を行
い、現行の中途視覚障害者支援システム
の評価を行うとともに、システム構築に必
要な新たな目標設定を行う。
生活訓練事業においては、より身近な場
所で希望するタイミングで訓練を受けるこ
とができる体制の見直しを行う。

61
感染症対
策課

後天性免疫不全症候群（エイズ）
患者への支援

患者が必要な福祉サービスを受けら
れるよう支援のネットワークを整備す
る。また，患者が学校・職場・地域に
おいて円滑な日常生活が送れるよ
う，関係機関の綿密な連携と相談支
援体制の構築を図る。

･エイズ・性感染症対策推進協議会にて意
見交換・対策の検討。

・東北ブロック拠点病院である仙台医療セ
ンター専門外来スタッフとの勉強会実施。
施設職員に向けた正しい知識の普及等が

必要との意見が出た。

・エイズ・性感染症対策推進協議会にて、
意見交換、対策の検討（年２回実施）
・障害者総合支援センターとの打ち合わ
せ会実施（１回）

・エイズ・性感染症対策推進協議会にお
いて現状の共有が図られた。
・障害者総合支援センターとの連携の必
要性について共有された。

感染者・患者のニーズに応じた支援が行
われるよう、今後も関係機関との連携強
化を図る。

62
障害企画
課

☆ 聴覚言語障害のある方の支援

聴覚障害のある方の福祉増進を図る
ため，各区に聴覚障害者福祉相談員
の配置及び地域世話人に対する聴
覚障害者用ファクシミリ電話料金の一
部助成を実施する。

・自らが聴覚障害を持つ相談員を各
福祉事務所管轄地域内に1人ずつ
（計5人）配置している。
　相談件数  969件
・市聴覚障害者協会から推薦された
地域世話人に専用ファクシミリを設置
する場合の電話料助成を行った。
　対象者      14人

・自らが聴覚障害を持つ相談員を各福祉
事務所管轄地域内に1人ずつ（計5人）配
置した。
　相談件数  880件
・市聴覚障害者協会から推薦された地域
世話人に専用ファクシミリを設置する場合
の電話料助成を行った。
　対象者      14人

聴覚障害者福祉相談員は予定どおり配
置できており，ファクシミリ助成についても
必要とする地域世話人に対しての助成を
行えていることから，障害者が身近に相
談できる環境づくりが進められた。

聴覚障害者福祉相談員については，年々
相談件数が減少していることから，研修
等の実施により相談員の更なる質の向上
を図るとともに，広報活動の強化により活
発な利用を促す。

63
障害企画
課

☆ 補助犬の普及促進

補助犬の普及促進を図るため，補助
犬への理解啓発を目的としたチラシ・
ポスターの配布を実施し，また，補助
犬を利用する障害のある方への飼料
の給付を実施する。

・盲導犬使用者2人及び介助犬使用
者1人に補助を行ったほか，ポスター
掲示やステッカー配布依頼などを
行った。
・市役所周辺で盲導犬の訓練を行い
盲導犬の育成及び啓発を行った。

・補助犬飼料給付者数　6人
・身体障害者補助犬法の普及啓発医療
機関向けリーフレットを，市医師会を通じ
て市内各医療機関に配布を行った。
・建物内及び市内中心部などの環境に適
応した盲導犬に育成するため，市役所を
訓練の場として提供した。

・平成24年度に比べ補助犬飼料給付者
数が３人増加したことから，補助犬の普及
に加え，障害のある方の自立と社会参加
につなげることができた。
・身体障害者補助犬法の普及啓発リーフ
レットを，各医療機関に配布したことで，
補助犬受け入れへの理解促進と啓発を
行うことができた。
・市役所及び市内中心部での盲導犬の訓
練に，場所の提供を行ったことにより，盲
導犬の育成に加え，周囲の市民への理
解・啓発につなげることができた。

今後も，障害のある方の自立と社会参加
の推進に向け，補助犬の使用に伴った支
援を行うとともに，市民の補助犬への理
解が促進されるよう，より一層の周知・啓
発を行っていく。

64
障害企画
課

☆ 重度障害者福祉手当
重度障害者の生活の安定に寄与す
るなど福祉の増進を図るため，手当
を支給する。

・重度障害のある方を対象に年額
30,000円の手当を支給した。
　　手当受給者数　1,884人
・本事業は平成25年3月31日を以って
廃止となった。
・平成25･26年度は経過措置となって
いる（25年度は20,000円，26年度は
10,000円）。

・年額20,000円を支給
・支給件数1,599件

本事業は，平成24年度で廃止となった。
平成25・26年度は経過措置となってい
る。

平成26年度(支給額10,000円）で経過措
置終了となる。

65
障害者支
援課

◎ 入院時コミュニケーション支援
意思疎通の困難な入院中の重度障
害者が医療スタッフとｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを
図るための支援員を派遣

・実利用者数　2人
・延利用時間数　37時間

平成25年11月から開始された事業とはい
え、実利用者数は2人にとどまっており、
制度が十分に浸透しているとは言い難
い。

本制度を利用していただき円滑な医療行
為につながるよう、今後も制度の周知に
努め、利用促進を図る。
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66
障害者総
合支援セ
ンター

◎ 難病患者等補装具等賃借費助成
難病患者及び重度身体障害者の心
身の状態に応じた生活環境改善のた
め、補装具等の賃借費を助成

9月1日開始　　　実績9件
内訳：張力調整付上肢装具　1件

　　　　特殊ベッド　　6件
　　　　段差解消機　1件
　　　　移動用リフト　1件

利用者は、全て適切なサービスに移行で
き，一時的な試用や退院等にともなうタイ
ムリーな支援には有効であった。

制度開始から間もないため、さらに関係
機関への周知を強化する。

(4)

① 健診・受診の促進

67
障害企画
課

自立支援医療給付

・障害の軽減や職業能力の推進のために

必要な医療について，更生に必要な医療
費等を給付する（更生医療）。

・精神障害のある方の通院医療に要する
費用の全部又は一部を公費負担する（精
神通院医療）。

・身体上の障害を有する児童または現存す
る疾病を放置すると障害を残すと認められ

る児童で，確実な治療効果が期待できる
場合に，その障害の除去または軽減する
ための医療に要する費用を公費負担する。

（育成医療）

・更生医療　 　　22,108件（レセプト件
数）
・精神通院医療169,505件（　   〃
）
・育成医療　　　      746件（　   〃
）

・更生医療　 　　　　27,935件（レセプト件
数）
・精神通院医療　 209,294件（　   〃
）
・育成医療　　　     　 846件（　  　 〃
）

当該事業の実施により，障害にかかる医
療費負担の軽減が図られ，適切な受診機
会の確保につながった。

・障害の軽減・除去・重度化防止のため，
今後も適切かつ必要な給付を実施してい
く。
・適切な給付のため，請求情報の確認方
法を今後検討していく。

68
障害企画
課

☆ 心身障害者医療費の助成

心身障害者の負担を軽減し，福祉の
増進を図るため，障害の程度，区分
等の一定要件を満たす方について，
医療費の保険診療による自己負担相
当分の一部又は全部を助成する。

・助成件数　　　　　　　　　　　287,877
件
・受給者数（平成25年3月末）　16,735
人

・助成件数　　　　　　　　　　　　　　374,123
件
・受給者数（平成26年3月末）　　　16,888
人

当該事業の実施により，身体障害及び知
的障害のある方の医療費負担の軽減が
図られ，適切な受診機会の確保につな
がっている。

対象者は身体及び知的障害者（児）であ
り，精神障害者は対象になっていない。ま
た，受給者の利便性向上や負担感の軽
減のため，償還払いから現物給付への切
り替えが課題となっており，今後事業の在
り方について検証を行っていく。

69
障害者支
援課

☆ 身体障害のある方の健康診査
常時車いすを使用する身体障害のあ
る方の二次障害を予防するため，健
康診査を実施する。

受診者数　25人 受診者数　16名

常時車椅子を使用する身体障害者の健
康状態がチェックされることで，筋肉の硬
直や排尿障害といった二次障害を予防
し，受診者のQOLの向上に資することが
できた。

対象者数に対して実利用者数が少ないた
め，利用促進につながるよう周知広報を
図る。

70

子供未来
局子育て
支援課

乳幼児健康診査
（再掲：整理番号28）

障害の早期発見を含めた乳幼児の
健康の保持増進や心身の発育発達，
養育状況を把握し，適切に支援する
ため，乳幼児健康診査を行う。

[受診率]
・乳児健康診査
　2か月児 　　　95.5%
　4-5か月児 　 91.6%
　8-9か月   　　89.6%
・幼児健康診査
　1歳6か月児   97.9%
　2歳6か月児　 90.0%
　3歳児           90.8%

[受診率]
・乳児健康診査
　2か月児 　　　97.4%
　4-5か月児 　 94.8%
　8-9か月児　  90.8%
・幼児健康診査
　1歳6か月児   96.1%
　2歳6か月児　 91.6%
　3歳児           91.9%

・すべての健診で受診率が90％を超え，
受診勧奨の効果が伺える。
・乳児健康診査は，いずれも昨年度実績
より受診率が上昇し，より多くの乳児家庭
に支援が提供できた。
・幼児健康診査は、１歳６か月児の受診
率が低下したものの，全体的には受診率
が上昇しており，健診未受診者対策の効
果が伺える。

今後も受診率の維持向上に努め，未受診
者に対し受診勧奨等を継続実施していく。

71

子供未来
局子育て
支援課

先天性代謝異常検査等の実施
（再掲：整理番号28）

検査等の実施により，先天性代謝異
常及び先天性甲状腺機能低下症等
を早期に発見し知的障害等の障害発
生を予防する。
平成24 年度より対象となる疾患数を
拡大させる。

・先天性代謝異常検査
　 9,824件
・先天性副腎過形成症検査
　 10,023件
・先天性甲状腺機能低下症検査
　9,819件

・先天性代謝異常検査                9,828
件
・先天性副腎過形成症検査       　 9,975
件
・先天性甲状腺機能低下症検査    9,843
件

・受検率は昨年度と同様の実績である。
・タンデムマス法による検査の実施によ
り、これまでの検査では発見できなかった
疾患を早期に発見でき、早期治療につな
ぐことができた。

今後も受検率の維持向上に努め，周知を
継続実施する。

72
子供未来
局子育て
支援課

新生児等への訪問指導
（再掲：整理番号28）

妊産婦及び新生児の発育発達と健康
の保持増進を図るため，全新生児を
対象とした家庭訪問指導を実施す
る。

延べ訪問数　10,468件 延べ訪問件数　10,312件

新生児訪問対象者に対し，９割以上の訪
問実績となり，新生児と産婦の心身面の
健康の保持増進に努めることができた。
また継続支援が必要な家庭に適切な支
援が行えるよう努めた。

今後ともなるべく全数の家庭訪問を実施
するよう努める。

障害の原因となる生活習慣病をはじめとする疾病の予防，二次障害，障害の重度化を防ぐため，必要な医療の給付や，健康診断，診療及び検査を受けることを勧奨していく。

保健・医療の推進
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73
子供未来
局子育て
支援課

小児慢性特定疾患患者への支援
（再掲：整理番号28）

厚生労働省告示により定める慢性疾
患にかかっている児童に保険診療の
自己負担分に対する医療費の給付を
行う。

対象児童に対して医療費の給付を
行った。
・給付実人員      1,170人
・給付延べ件数 11,519件

対象児童に対して医療費の給付を行っ
た。

・給付実人員：1,267人
・給付延べ件数：12,627件

給付実人員、給付延べ件数ともにはほぼ
前年度どおり。
対象児童に対して、適切に医療費の給付
を行った。

今後も、制度の周知・利用促進を促し適
切に事業を継続していく予定。

74
感染症対
策課

後天性免疫不全症候群（エイズ）
に関する相談及び検査

ＨＩＶ感染症の早期発見のために早期
受診を勧奨し，エイズの発症を予防
する。また，ＨＩＶ感染への不安がある
方の相談に対応し，正しい知識の普
及啓発及び今後の感染予防啓発を
行う。

・H24年度HIV抗体検査受検者数
1,704件。一般相談219件。
・検査普及週間，世界エイズデーに
合わせて，ポスター等1,600ヶ所配
布。
・市営地下鉄・バス，仙台駅地下通
路，広報誌，ホームページ，メール配
信サービス等での広告。
・成人式会場，学園祭等での予防啓
発ブース出展等

・平成２５年度HIV抗体検査受検者数
1,840件
・平成２５年度エイズ一般相談数170件
・普及啓発活動（ポスター・ちらし・ポケット
カードの配布、インターネットバナー広
告、地下鉄・バス広告、広報誌、ホーム
ページ等による広報、世界エイズデー関
連イベント、成人式における啓発、小・中・
高校・大学との連携による健康教育）

検査件数は前年度と比べ約140件増加。
インターネットを活用した広報が効果的で
あった。

青少年層・男性同性愛者等重点施策層
への感染予防啓発・検査普及啓発を今後
も推進していく。

② 健康づくりの推進

75
障害者支
援課

心身障害児通園施設歯科健康診
査・保健指導・歯科健康教育実施

社団法人仙台歯科医師会に事業を
委託し，障害児（者）の歯科診療事業
を，休日夜間歯科診療所（仙台市福
祉プラザ内）において実施する。
また，在宅歯科診療事業を実施す
る。
心身障害児通園施設に年2 回の歯
科健康診査及び保健指導を実施する
とともに，希望する障害者施設で歯科
健康教育を実施する。

・障害児（者）歯科診療事業
診療実人数　1,018人
・障害児（者）施設歯科保険教育
開設回数27回　受診者数519人

①障害児（者）歯科診療事業
診療実人数　　1,054人
②障害児（者）施設歯科保健教育
開設回数　26回　受診者数　542人

当該事業の実施により、障害児の歯と口
の健康づくりの推進に貢献できた。

子どもの虫歯の有病状況の地域格差や
歯周病の予防など、依然として課題も多
いことから、「第2期いきいき市民健康プラ
ン」において、児童・思春期世代をメイン
ターゲットに取り組みを進めている。障害
児についても同様に取り組みを進めてい
く。

76
障害者支
援課

☆
ひきこもり青少年等の社会参加支
援

ひきこもり者の状態に応じた適切な支
援を図るため、ひきこもり地域支援セ
ンターをはじめとした相談体制を強化
するとともに、関係機関・支援団体と
の連携や一元的な情報提供などの取
組みを推進する。

ひきこもり地域支援センターを開設し，相談

対応・訪問支援等を行った。
・ひきこもり地域支援センター事業実績
　延べ相談件数　　　　　　　　　　　1,496件

　アウトリーチ(訪問支援)延べ回数 185回
　サロン延べ来所者数　　　　　　　1,570人

　その他普及・啓発活動：本人向け各種集
団プログラム，母親勉強会，父親勉強会，
家族研修会，ひきこもり相談会等　計67回

・ひきこもり青少年等社会参加促進事業実
績

　外出支援・地域活動等延べ参加者数
572人
　就労体験等延べ参加者数　　　　927人

ひきこもり地域支援センターにおいて，相談対
応・訪問支援等を行った。
・ひきこもり地域支援センター事業実績

　延べ相談件数　　　　　　　　　　　　1,565件
　アウトリーチ(訪問支援)延べ回数　 144回

　サロン延べ来所者数　　　　　　　　2,015人
　その他普及・啓発活動               計77回
（本人向け各種集団プログラム，家族教室，ひき

こもり相談会等）
・ひきこもり青少年等社会参加促進事業実績

　外出支援・地域活動等延参加者数　539人
　就労体験等延べ参加者数　　　　　　942人

ひきこもり地域支援センターにおいて，相
談対応や訪問等による支援，様々な普
及・啓発活動を行い，ひきこもり支援に係
る取り組みを推進することができた。ま
た，より相談へつながりやすいように，区
ごとに相談会を実施し，市民に対する支
援情報・相談の場の提供に取り組んだこ
とにより，新たなニーズの掘り起こしにつ
なげることができた。

引き続きひきこもり地域支援センターを中
心として，ひきこもり状態にある方の相談
支援を継続していく。また，協議会等によ
り，各種関係機関との連携強化及び新た
な連携先の構築に取り組んでいく。

77
障害者総
合支援セ
ンター

☆ 障害のある方の健康増進事業

障害のある方自らが，身近な地域に
おいてレクリエーションスポーツ等を
通して主体的に健康増進への取組み
ができるよう，環境の整備や仕組み
づくりを進める。

運動施設等で行う健康づくり事業の
モデル作成を目的として，新田東総
合運動場において，「障害者の健康
づくり教室」を3回実施した。

・障害のある方も利用できる地域の運動
施設について調査し，ホームページで発
信した。
・障害者施設等における利用者の健康状
態の把握と運動を伴う活動の実施につい
てアンケート調査を実施した。

生涯にわたる心身の健康づくりのためと
いう観点から，地域の資源を調査・発信で
きた。
また障害者施設における健康づくりの現
状把握も実施できた。

引き続き，ホームページや機関誌を活用
しながら，健康づくりに役立つ情報を発信
していく。

心の健康づくりやスポーツなどを通し，生涯にわたる心身の健康づくりを進める。
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③ 精神疾患等の早期発見・早期支援の推進

78
障害者支
援課

◎
精神障害のある方の地域社会交
流促進
（再掲：整理番号4）

精神障害当事者による講演活動（ス
ピーカーズビューロー活動）を中心と
した精神障害者地域社会交流促進事
業の継続的な実施(精神疾患・精神
障害に対する正しい知識と適正な態
度の醸成を目指し，全市的な取組み
のコーディネート機能と地域に根ざし
た形での普及啓発活動に取り組むた
めのプログラム開発等を主に行う）
【1(1)①参照】

・スピーカーズビューロー活動を中心
とした，精神障害の知識の普及啓発
を行った。
　講演実施回数　　　22回
　延べ聴講者数　1,313人
・これまでの活動実績を元に，同様の
普及啓発活動を各所で展開できるよ
う，普及啓発プログラムを作成した。

・精神障害当事者による講演活動を中心
とした，精神障害の知識の普及啓発を
行った。
　講演回数　32回（講演者数65人）
　聴講者数　1,425名（一般市民、学生、
障害当事者の家族、司法書士、民生委員
など）
　学会「心理教育・家族ネットワーク」にて
活動報告

・精神障害当事者による講演の聴講者数
は，24年度を上回り、講演回数32回のう
ち10回は新規開拓の団体等からの依頼
であった。啓発活動が広く認知されつつ
あるものと考えられた。
・聴講者層は精神医療保健福祉関係者、
福祉系大学等の学生、当事者などが多
く、今後は広く一般の市民の参加が得ら
れる工夫が必要である。

・精神障害当事者が自らの病の体験を語るとい

う手法による普及啓発方法の有効性が確認さ
れた。

・偏見を作らないための普及啓発、作られた偏
見を除去するための普及啓発など聴講者の層
に合わせた活動方法を検討する。

・広く一般の市民の聴講が得られる工夫を凝ら
すとともに，講演がかえって偏見を助長してしま

わないよう，講演の事前練習などを十分に行
い，講演者を育成する取組みも計画的かつ継
続的に実施していく。

・スピーカーズビューロー活動を軸とし，引き続
き事業の周知を図っていくとともに，当事者同士

の仲間作り，生きがい作りを実現する取組みに
ついて検討を進めていく。

④ 自殺予防の推進

79
精神保健
福祉総合
センター

仙台市こころの絆センター（自殺
予防情報センター）

自殺を考えている方や自殺未遂者，
遺族等の相談に応じ，必要に応じて
適切な相談窓口につなげるとともに，
地域における人材育成や情報発進，
各種広報等により，自殺対策の推進
を図る。
さらに，震災後の心のケア事業と連
動し，被災者の孤立予防および自殺
予防を強化する。

・相談支援の実施
　相談電話 　　　224件
　相談会開催　　 18回
・人材育成として研修会の開催や，講
演会等への講師派遣の実施
　研修会開催　　　3回
　講師派遣　　　　 8回
・自殺に関する普及啓発の実施
　心の健康づくりキャラクターの作
成，自殺予防キャンペーンの実施（平
成25年3月16日），ホームページ等に
よる啓発等
・自殺の実態把握の実施

・相談支援の実施
　（電話相談311件）、（相談会開催17件）
・人材育成として研修会の開催や講演会
等への講師派遣
　（研修会２回）、（講師派遣７回）
・被災者支援として、普及啓発・人材育
成、区等との協働による訪問支援を実
施。
・若年層向け普及啓発活動として、学生を
メンバーとした検討会を開催し、「クリア
ファイル」「リーフレット」を作成した。
・勤労者対策として、職場のメンタルヘル
ス支援事業や研修講師の派遣、会報によ
る普及啓発を実施した。

・相談電話や相談会の開催により、自殺
等に関し悩んでいる人への直接的な支援
を行う事ができた。
・研修会等の開催により、地域の支援者
を育成し、相談体制の強化を図る事がで
き、自殺予防の推進につながった。

・相談支援や人材育成の事業を引き続き
実施するとともに、本市の自殺の実態に
基づき、被災者、若年層、勤労者に対して
重点的な取り組みを行う。
・自殺未遂者などのハイリスク者への支
援体制の整備について検討する。

80
障害者支
援課

自殺予防推進（関係機関・団体等
の有機的な連携）

自殺対策を総合的に推進するため
に，関係機関・団体等が互いに綿密
に連携し合い一体となって対応する
体制づくりを進める。

・自殺総合対策庁内連絡会議
　平成24年8月31日開催
・自殺対策連絡協議会
　 平成24年9月10日開催

・自殺総合対策庁内連絡会議
　平成25年8月1日開催
・自殺対策連絡協議会
　平成25年9月12日開催

・庁内の関係部局による緊密な連携と情
報の共有が実現し，総合的な自殺対策の
推進を図ることができた。
・仙台市内の関係機関，団体が自殺の現
状や自殺予防に関する情報を共有するこ
とで，相互に連携して，自殺対策の推進
が図られた。

仙台市の自殺の現状等といった情報の共
有と，その分析に基づく，啓発対象の明
確化を行う。その上でより効果的に自殺
対策の取組みを進めるために，各区・各
課が普及啓発，相談会開催，ゲートキー
パー研修の実施等の役割を分担しながら
実施する等，仙台市としての一体的な取
組みを強化する。

⑤ 精神科救急システムの整備

81
障害者支
援課

◎
新市立病院整備（精神科救急シ
ステムの整備)

心の問題や精神疾患を抱える市民が
安心して生活できるよう、新市立病院
内に単科精神科病院では対応が難し
い身体疾患と精神疾患をあわせ持っ
た救急患者を受け入れる態勢を整え
るなどにより、精神科救急システムを
整備する。

・総合病院精神科医療連絡協議会を
1回開催。
・新市立病院で行う身体合併症精神
科救急医療の整備に向け，総合病院
と民間単科病院・診療所との連携体
制，医師確保等について検討を行っ
た。

・総合病院精神科医療連絡協議会を1回
開催し，常勤医1名体制に伴う精神科病
棟休棟等の診療体制及び新市立病院で
新たに実施予定の身体合併症救急医療
に向けた今後の取組方針について検討を
行った。
・宮城県の精神保健福祉審議会精神科
救急部会に課題整理のため３つのワーキ
ンググループ（ＷＧ）が設置され，その中
の１つとして身体合併症患者受入体制課
題整理ＷＧが1回開催された。

精神科救急システム整備を進める宮城県
の精神保健福祉審議会精神科救急部会
と連携しながら，連絡協議会を開催し，身
体合併症精神科救急医療の整備を検討
することとしていたが，県の精神科救急部
会の審議が進まず，当協議会も2回目以
降開催できなかった。また，新たに設置さ
れたＷＧも本格的に始動するのが平成26
年度からで，平成25年度は検討が進んで
いない。

・現在，市立病院精神科の常勤医がいな
いため，平成26年11月の新病院開院に
向け，早急に人材の確保が必要。
・宮城県精神保健福祉審議会精神科救
急部会の動きと足並みを揃え，システム
づくりを連動させていく必要があるが，県
の部会も進んでいないのが現状である。
・今後は連絡協議会において，先進地に
おける総合病院と単科病院との連携・協
力体制及び人材確保，育成のためのシス
テムのあり方を取りまとめ，システム作り
を進めていくともに県の部会にも提案して
いく。

精神疾患・精神障害に関する正しい理解の普及啓発を行うとともに，精神疾患の重症化を防ぐため，発病後の早期に発見し適切な支援を行うことができるよう，取り組みを推進する。

平成23年11月に設置したこころの絆センター（自殺予防情報センター）を中心に関係機関と連携しながら，自殺対策の総合的な支援体制の強化等を進める。

心の問題や精神疾患を抱える市民が安心して生活できるよう，新市立病院内に単科精神科病院では対応が難しい身体疾患と精神疾患をあわせ持った救急患者を受け入れる態勢を整えるなどに
より，精神科救急システムを整備する。

15
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3

(1)

① 地域生活支援のための拠点の整備

82
障害者総
合支援セ
ンター

障害者総合支援センター整備

従来の更生相談所機能に加え，障害
のある方の地域生活を支援するため
の総合的なリハビリテーションの中核
を担う専門機関として，健康増進セン
ターの機能見直しに合わせて整備す
る。

平成25年１月１日 障害者総合支援セ
ンター開所

平成25年１月１日 障害者総合支援セン
ター開所
（平成24年度に移転・整備終了）

② 住まいの場の確保等地域移行支援

83
北部発達
相談支援
センター

◎
障害特性に応じた「住まいの場」
の確保に向けた支援

重度の知的障害を伴う自閉症や重症
心身障害等の重い障害がある方の
「住まいの場」の確保を支援する。

要医療的ケア・強度行動障害にかかるグ
ループホームを運営する先進地視察を行
うとともに，在仙の関係団体のヒアリング
を行った。

先進地視察により要医療的ケア及び強度
行動障害者向けグループホーム設置や
運営に係るそれぞれの課題を抽出するこ
とができたほか，関係団体との共通認識
を図ることができた。

平成２５年度に実施した先進地調査結果
から強度行動障害対応型・要医療的ケア
対応型それぞれのグループホームを年次
的に整備する。当初の整備にあたり、整
備手法や事業者選定、国庫補助等の事
業スキームを検討・構築する。

84
障害者支
援課

☆
重度心身障害のある方の住宅改
造

重度心身障害のある方の住環境を整
備するための改修費を助成する。

助成件数　10件 助成件数　５件
本事業の実施により，重度障害者の日常
生活の安全の向上に資することができ
た。

障害を持つ方にとって安全で使いやすい
住環境を整備することへのニーズは継続
的に発生すると思われるため，必要とす
る方に適切に情報が届き，制度をご利用
いただけるよう，今後も周知に努める。

85
精神保健
福祉総合
センター

◎
精神障害のある方の退院促進支
援

受け入れ条件が整えば退院可能な
精神科病院入院者の宿泊訓練等を
社会復帰施設に実施（委託）する等
し，円滑な地域移行・定着を推進する
とともに，支援を類型化し，退院促進
や地域移行・定着につながるプログ
ラム開発や体制整備について検討す
る。

地域移行に向けた退院促進支援実
施数
 　 12人（新規3人）
　（うち，宿泊訓練事業利用延人数1
人。
　　うち，退院者5人。
　　うち，事業終了者4人。）

平成25年度　地域移行に向けた退院促
進支援事業利用者数　18人（うち新規11
人）
平成25年度　宿泊訓練事業利用者（実人
数　3人、利用述べ回数　8回）

事業利用者への退院に向けた支援は、
退院に向けた動機づけと地域生活のアセ
スメントの段階、実際の退院の準備（外泊
など）の段階の大きく２つに分かれるが、
宿泊訓練は、前者について非常に有効で
あった。宿泊訓練を実施することにより地
域生活が経験でき、病院内では見られな
かった能力の発揮が促進され、地域生活
に向けたアセスメントが適切になされると
共に利用者本人の自信にもつながり、退
院先の選定及び退院支援を進めていくた
めに有効であった。後者については、宿
泊訓練を利用せずに希望している退院先
にて外泊訓練などを実施した。

宿泊訓練はアセスメントの機会、入院外
での能力発揮の場として有効であること
がこれまでの事業から示唆された。当事
業は26年度で終了になることから、今後
は個別給付での地域移行支援の枠の中
で、体験宿泊という形での実施が望まし
いと考える。体験宿泊も含めて、地域移
行推進連絡会の中で事業所と課題を共
有し、効果的な活用を促していくことが必
要である。

86
障害者支
援課

知的障害のある方の自立体験ス
テイ

在宅の知的障害のある方が一定期
間保護者の元を離れて地域生活を体
験することにより，グループホーム等
での自立生活の実現を支援する。

・登録者数　　　61人
・宿泊回数　1,161泊

・登録者数　　　57人
・宿泊回数　1,309泊

宿泊回数の増加により，移行先であるグ
ループホーム等での生活を見据えた体験
を繰り返すことができた。

短期入所やレスパイト事業，グループ
ホーム体験利用等といった類似の事業が
増えてきており，事業のあり方について
検討を進める。

③ 地域住民同士の支え合いの体制構築

87
障害者支
援課

地域生活支援ネットワーク会議，
連絡調整会議

区毎に地域課題や特性に応じた対応
のあり方を検討する地域生活支援
ネットワーク会議や専門相談機関で
の連絡調整会議等により，障害のあ
る方への支援のネットワークづくりを
図る。

地域生活支援ネットワーク会議の開
催
・開催回数 52回
・参加者数 784人

地域生活支援ネットワーク会議の開催
・開催回数 52回
・参加者数 1,053人

相談支援の現状から把握された課題等に
ついて，区ごとに関係機関との意見交換
や情報交換を行い，顔の見える関係を築
くことにつながった。

顔の見える関係から，互いに相談し合う
関係への発展を目指し，今後も地域の実
情に応じた取組の推進を目指す。

身近な地域で，生きがいを持って，自立した生活を送るための基盤となる住まいの場と日中活動の場の整備を促進し，障害のある方が充実した地域生活を送ることができる環境の整備に努める。

地区社会福祉協議会による小地域福祉ネットワーク活動や民生委員･児童委員，町内会，ボランティア団体等の様々な活動を通し，障害のある方を含めた地域住民同士による支え合いの取り組み
を推進する。

中途障害者支援システムの中核を担う専門機関として，障害者更生相談所を移転し，障害者総合支援センターを整備するとともに，障害者が暮らしやすい地域社会づくりと，地域におけるリハビリ
テーション推進の拠点として（仮称）青葉障害者福祉センターの整備に向けた検討を進める。

 誰もが安心して地域で生活できる環境の整備

地域で生活していくための環境整備
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88 社会課
地区社会福祉協議会による小地
域福祉ネットワーク活動の推進

障害のある方が，住み慣れた地域で
安心して自立した生活が送ることがで
きるよう，民生委員やボランティア団
体等と連携して，安否確認や生活支
援を行う。

仙台市社会福祉協議会を通じ，助成
金を交付した。
・小地域福祉ネットワーク活動推進事
業  101地区社会福祉協議会
・地域福祉活動推進員設置事業
100地区社会福祉協議会
・小地域福祉ネットワーク活動研修会
4区社会福祉協議会
・区地域福祉活動リーダー研修会
5区社会福祉協議会

各地区社協が実施する下記の事業を推
進した。
①小地域福祉ネットワーク活動推進事業
　　103地区社会福祉協議会
（障害者のいる世帯等も対象とした見守
り、生活支援活動、サロン活動を実施）
※障害者も参加したサロン実施地区数：
42/103
②地域福祉活動推進員設置事業
　　102地区社会福祉協議会
③小地域福祉ネットワーク活動研修会
　　5区社会福祉協議会
④区地域福祉活動リーダー研修会
 　 5区社会福祉協議会

障害のある方も参加対象としたサロンを
通じ，交流することにより，情報交換や仲
間づくり等へつなげることができた。

今後も各地区社協が実施する見守り活
動，サロン活動等の支援を継続して進め
ていくとともに，小地域福祉ネットワーク活
動の更なる展開を図る。

89 社会課
民生委員児童委員による地域の
見守り活動等

障害のある方が，住み慣れた地域で
安心して自立した生活が送ることがで
きるよう，相談，情報提供，見守り等
を行う。

相談支援件数　合計46,730件
（うち障害者に関すること　2,703件）

相談支援件数　合計43,330件
（うち障害者に関すること　2,489件）

全相談支援件数のうち，障害者に関する
ことが全体の約5.7％（前年度約5.8％）と
なっている。相談割合は前年度に比べほ
ぼ横ばいであるが，全相談支援件数に占
める割合をみても，まだまだ障害者への
関わりが少ない。

研修や事例検討を通して，障害に対する
理解を深めるとともに，専門機関に関する
情報提供を行い，連携した支援ができる
体制を作っていく。

④ 防犯対策の推進

90
市民局
市民生活
課

障害のある方やボランティアに対
する防犯講座

障害のある方やその家族，福祉施設
の職員を対象とした防犯講座を開催
するとともに，障害のある方と接する
福祉関係者，ボランティア等に対し
て，障害のある方の犯罪被害防止に
係る知識の普及を図る。

仙台市防犯協会連合会と連携し，6施
設において，6回防犯講座を実施し
た。

仙台市防犯協会連合会と連携し、5施設
において、5回防犯講座を実施した。

防犯意識の高揚、啓発を図ることができ
た。

平成24・25年度と同様、防犯講座等を通
して、防犯意識の高揚、防犯知識の普及
啓発を行っていく。

91
市民局消
費生活セ
ンター

消費者トラブル見守り事業の展開

障害のある方の消費者被害防止の
ため，障害のある方と接する機会の
多い民生委員や関係団体等に対し，
消費者被害の内容とその防止策につ
いて啓発を行う。

・民生委員の方々および就労移行支
援施設・就労継続支援施設等に対し
て，消費者トラブルの事例などが掲載
された冊子「障害者の消費者トラブル
見守りガイドブック」を配布した。
・地域支援ネットワーク会議にて消費
者トラブルについての情報提供を
行った。

・新任民生委員研修会において，地域で
の見守りや消費者トラブルについて説明
を行うとともに，「障害者の消費者トラブル
見守りガイドブック」のパンフレットを配布
した。
・青葉区地域生活支援ネットワーク会議に
て消費者トラブル防止の啓発冊子等を配
布した。
・障害のある方や見守る方を対象とした
消費者トラブル防止の出前講座を実施し
た。（２回）
・特別支援学校において消費者トラブル
防止の出前講座を実施した。（２回）

障害者と接する機会の多い関係機関と消
費生活センターが連携しながら障害者の
見守り等を行うことによって、障害者の消
費者トラブルの未然防止・拡大防止が期
待できるとともに，障害のある方も含め
て，地域全体で支え合いながら安心して
生活できる環境づくりに貢献できる。

障害者の支援に関わる方々への出前講
座や消費者トラブル事例の情報提供な
ど、実効性のある啓発活動を今後も実施
していく。

(2)

① バリアフリー・ユニバーサルデザインの推進

92 社会課 ひとにやさしいまちづくりの推進
ひとにやさしいまちづくり推進協議会
により，心のバリアフリーの普及・啓
発を行う。

ウエルフェア・区民まつりに参加して
の啓発活動，ひとやさ点検隊（推進協
議会会員によるバリアフリー設備の
点検活動）の実施，バリアフリー情報
誌の発行などを実施。

ウェルフェア，区民まつり，ＰＴＡまつり等
への参加，バリアフリー情報紙の発行，
地下鉄車両内及びホーム柵への啓発ス
テッカー掲示を行った。

ウェルフェア等のイベントにおいては，来
場者へのキャップハンディ体験，バリアフ
リークイズ等によりバリアフリーの広報・
啓発に努めた。また，地下鉄車両内及び
ホーム柵への啓発ステッカーをリニューア
ルしたことにより，市民へのバリアフリー
の啓発に努めた。

バリアフリーをめぐる環境の変化に合わ
せて，広報のデザインをリニューアルする
等，市民への広報・啓発のあり方を工夫
していく。

93
交通局
業務課
営業課

心のバリアフリー化の推進

心のバリアフリー推進のため，小中
学生を対象とした交通バリアフリー教
室の実施や利用者へのバリアフリー
マナーアップの啓発，交通事業に従
事する職員へのバリアフリー教育な
どを実施する。

小学生を対象に交通バリアフリー教
室を開催した。バス・地下鉄車内に，
ポスターやハートプラスマークステッ
カーを掲示し，バリアフリーマナーアッ
プの啓発を行った。

小学生を対象に交通バリアフリー教室を
開催したほか，バス・地下鉄車内に，マ
ナーポスターやステッカーを引き続き掲示
し，マナーアップの啓発を行った。また，職
員に対しては，外部講師による研修，高
齢者・障害者の疑似体験研修を行うなど
のバリアフリー教育を実施した。

仙台市交通局バリアフリー特定事業計画
に基づき，ほぼ計画どおり実施したことに
より「心のバリアフリー」に関し，着実に推
進している。

事業計画に基づき，交通バリアフリー教
室の開催や，バス・地下鉄車内へのポス
ター等の掲示を継続するなど計画通り「心
のバリアフリー事業」を実施することによ
り，引き続き推進していく。

障害のある方とその家族が犯罪に巻き込まれることがないよう，機会をとらえて，犯罪被害防止に係る知識の普及を図る。

「ひとにやさしいまちづくり条例」の整備基準等に基づく建築物等のバリアフリー化の推進や障害の有無等にかかわらず誰もが利用しやすいユニバーサルデザインの普及促進を図り，また「心のバ
リアフリー」を推進する。

誰もが生活しやすいまちづくりの推進
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② 容易に移動できる環境の整備

94
建設局
道路計画
課

交通安全施設等の整備

歩行空間の段差解消や視覚障害者
誘導用ブロックの敷設など，障害のあ
る方が安全に安心して移動できるよ
うに，道路環境の整備を進める。

歩行空間の段差解消や視覚障害者
誘導用ブロックの敷設等，道路環境
の整備を行っている。
・交通安全施設等整備事業
　市道整備事業　　 41路線整備実施
中
　国県道整備事業　　3路線整備実施
中

歩行空間の段差解消や視覚障害者誘導
ブロックの敷設等、道路環境の整備を
行っている。
・交通安全施設等整備事業
　市道整備事業　 26路線整備実施
　国県道整備事業　5路線整備実施

歩道整備やバリアフリー化を行ったこと
で、道路環境整備の促進を図れた。

引き続き、障害のある方が安全に安心し
て移動できるように、道路環境の整備を
進める。

95

都市整備
局
交通政策
課

仙台市バリアフリー基本構想の策
定

バリアフリー新法に基づいて，優先的
に整備を図るべき地区の基本構想を
策定し，バリアフリーの推進を図る。

平成24年6月に基本構想を策定した。
仙台市バリアフリー推進協議会を開催し，
平成26年度に地区別構想を策定する地
区を決定した。

仙台市バリアフリー推進協議会を開催し，
平成26年度に地区別構想を策定する地
区を決定することで，バリアフリー推進に
貢献できた。

平成24年度に策定した地区別構想（都心
地区）に続き，他地区の地区別構想を策
定する。

96

都市整備
局
公共交通
推進課

低床バス車両等導入への補助
バス事業者に対して，低床バス車両
の購入費の一部を補助する。

大型ノンステップバス23台，中型ノン
ステップバス１台の計24台を補助対
象として，購入費の一部を補助した。

大型ノンステップバス23台、中型ノンス
テップバス2台の計25台を補助対象とし
て、購入費の一部を補助した。

ノンステップバスの車両購入費を補助す
ることにより、容易に移動できる環境の整
備に向けて、バス車両の面から貢献でき
た。

今後も低床バス車両の購入費に対する
補助を継続していく予定。

97
交通局
整備課・
輸送課

バスのバリアフリー化の推進
ノンステップバスの導入やバス停留
所への上屋・ベンチの設置等により
バリアフリー化を推進する。

・ノンステップバスの導入　31台
・高齢化社会に向けバリアフリー等の
推進策としてバス停への上屋設置を
行った。
・乗車人数，夜間の運行便数を勘案
して電照式標識を設置(更新を含む。)
　４基
　※宮城県バス事業振興補助金を全
額充当
・乗車人数，夜間の運行便数を勘案
して上屋・ベンチを設置(更新を含
む。)
　上屋9棟(うち3棟ベンチ付き)
　※広告付上屋5棟
 　　宝くじ事業1棟
 　　広告付き上屋設置に伴う移設3棟

・ノンステップバスの導入　31台
・高齢化社会に向けバリアフリー等の推
進策としてバス停への上屋設置を行っ
た。
・乗車人数，夜間の運行便数を勘案して
電照式標識を設置（更新を含む。）
　４基
※宮城県バス事業振興補助金を全額充
当
・乗車人数，夜間の運行便数を勘案して
上屋・ベンチを設置（更新を含む。）
　上屋９棟（うち３棟ベンチ付き）
※広告付上屋５棟
　宝くじ事業１棟
　広告付上屋設置に伴う移設３棟

・ノンステップバスの導入を進めることで，
バスの乗降に関するバリアフリー化の推
進を図れた。
・広告付きの設置数，補助事業を活用し
た上屋等の設置数のいずれも計画を下
回った。

・今後も継続してノンステップバスの導入
を進めていく。
・今後についても引き続きバス停留所へ
電照式標識，上屋等を設置し，快適なバ
ス待ち空間の整備に努める。
また，広告付き上屋事業を活用した上屋
整備も引き続き進める。

98

都市整備
局
公共交通
推進課

交通施設バリアフリー化設備整備
への補助

鉄道事業者が行う鉄道駅のバリアフ
リー化設備整備事業に対して，事業
費の一部を補助する。

仙石線中野栄駅のバリアフリー化設
備整備事業の設計費の一部を補助し
た。

仙石線中野栄駅のバリアフリー化設備整
備事業の工事の一部を補助。

鉄道駅のバリアフリー化設備整備事業の
事業費を補助することにより、容易に移動
できる環境の整備に向けて、鉄道駅施設
の面から貢献できた。

今後も鉄道駅のバリアフリー化設備整備
事業に対する補助を継続していく予定。

99
交通局
営業課

地下鉄のバリアフリー化の推進

車両への車いすスペースの設置や案
内表示装置の設置を行うことに加え，
駅の階段における段差の明瞭化や
触知案内図，音声・音響案内設備の
設置などによりバリアフリー化を推進
する。

・地下鉄車両１編成に，「車いすス
ペース」・「車内案内表示装置」等を
設置した。
・仙台駅に「触知案内図」・「音声・音
響案内設備」を設置した等。

・地下鉄車両１編成に，「車いすスペー
ス」「車内案内表示装置」等を設置した。
・勾当台公園駅，長町南駅に「触知案内
図」「音声・音響案内設備」を設置したほ
か，仙台駅の階段における段差の明瞭化
を一部実施した。等

仙台市交通局バリアフリー特定事業計画
に基づき，計画どおり実施したことにより
「容易に移動できる環境整備」に関し，着
実に推進している。

事業計画に基づき，触知案内図や音声・
音響設備を設置するなど，計画通り「地下
鉄のバリアフリー化」を実施することによ
り，引き続き推進していく。

100
障害者支
援課

外出支援等のサービス提供

視覚障害により移動が非常に難しい
方に，必要な情報の提供や援護等の
外出支援を行う同行援護や，自己判
断能力が制限されている方の危険を
回避するために必要な支援や外出支
援を行う行動援護の障害福祉サービ
スの提供を推進する。【5(1)②参照】

・同行援護　延利用者数　1,099人
・行動援護　延利用者数 　 184人

・同行援護　延利用者数　2,586人
・行動援護　延利用者数　151人

平成25年4月より，市単独事業の視覚障
害者ガイドヘルパー派遣事業を利用して
いた方は、障害福祉サービスの同行援護
を原則利用いただくこととし，障害福祉
サービスの利用を推進した。

外出に支援を要する方が社会参加等を積
極的に行えるよう，今後も制度の周知に
努める。

歩行空間の段差解消や視覚障害者誘導用ブロックの敷設など道路環境の整備，鉄道駅やバス車両のバリアフリー化により容易に移動できる環境の整備を通し，社会活動の促進を図る。
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101
障害企画
課

☆ リフト付自動車運行への助成

一般の交通手段の利用が困難な障
害のある方の社会参加を促進するた
め，福祉有償運送実施団体へ経費の
一部を助成する。

・助成対象団体　　 3団体
・利用会員数　　　  355人
・利用回数　　　   3,908回

・助成対象団体　　 3団体
・利用会員数　　　  332人
・利用回数　　　   4,087回

福祉有償運送実施団体への支援を行うこ
とにより，一般の交通手段の利用が困難
な障害のある方の外出や，社会参加の促
進が図られ、容易に移動ができる環境の
整備につながっている。

長期的な事業継続のため，随時，対象と
なる団体の運営状況の分析等を行ってい
く。

102
障害者支
援課

☆ ガイドヘルパーの派遣
全身性障害のある方にガイドヘル
パーを派遣し，病院や公的機関に行
く場合などの付添を行う。

利用登録者数　338人
（視覚266人　　全身性72人）
派遣件数　　　4,527回
（視覚3,993人　全身性534人）

利用登録者数　59人
派遣件数　　　500回

全身性障害者の外出及び社会参加の促
進に寄与した。

地域生活支援事業の移動支援等とのバ
ランスを考えつつ，事業内容の検討を進
める。

103
障害企画
課

☆
障害のある方への交通費等の助
成

障害のある方の社会参加の推進の
ため，対象者にふれあい乗車証（市
営地下鉄・バス，宮城交通の無料乗
車証）・福祉タクシー利用券・自家用
自動車燃料費助成券のいずれかを
交付し，移動に要する費用の一部を
助成する。

・ふれあい乗車証
   交付人数　12,045人
・福祉タクシー利用券
   交付人数　9,916人
・自家用自動車燃料費助成券
   交付人数　5,735人

・ふれあい乗車証
   交付人数　13,849人
・福祉タクシー利用券
   交付人数　10,771人
・自家用自動車燃料費助成券
   交付人数　6,424人

各々の障害の状況に合った助成内容を
選択し，多くの障害のある方が制度を活
用し交通機関等を利用しており，社会参
加活動の促進が実現されている。

助成額は年々増加しており，制度の持続
可能性が課題となっており，事業のあり
方について検証を行っていく。

104
障害企画
課

自動車運転免許取得への助成・
自動車改造への助成

障害のある方の社会参加の推進の
ため，自動車運転免許取得に要する
費用及び身体障害のある方の自動
車改造に要する費用の一部を助成す
る。

・自動車運転免許助成　　28件
・自動車改造助成　　　　　42件

・自動車運転免許助成　　43件
・自動車改造助成　　　　　32件

自動車メーカーで販売する福祉車両が充
実してきていることから、自動車改造助成
件数は減少傾向にある。自動車運転免許
取得助成件数は支援学校・自動車学校・
ハローワーク等を通じ、対象者への制度
周知が行われていることで増加傾向にあ
り、障害のある方の自動車を利用しての
移動支援が促進されている。

障害のある方の社会参加促進のため、今
後も引き続き実施していく。

③ コミュニケーション支援の充実

105
障害企画
課

コミュニケーションの支援

・手話通訳相談員設置…市役所・各
区役所に手話通訳者を配置し，聴覚
障害のある方への各種通訳や相談
等に応じる。
・奉仕員養成研修…各種奉仕員の養
成講座を開講し（手話Ⅰ・Ⅱ，要約筆
記，点訳，朗読），修了後同意書の提
出があった方へ奉仕員証を発行す
る。
・手話奉仕員等派遣…聴覚障害のあ
る方等の必要に応じ，奉仕員（手話
Ⅰ・Ⅱ，要約筆記）を派遣する。

・手話通訳相談員
　 市役所・各区役所等7ヶ所に配置。
・各種奉仕員養成研修修了人数
   手話Ⅰ・Ⅱ　　32人
   要約筆記　　　13人
   点訳　       　　7人
   朗読　       　　7人
・手話奉仕員等派遣者数
   手話Ⅰ・Ⅱ　 966人
　要約筆記　 　123人

・手話通訳相談員
　 市役所・各区役所等7ヶ所に配置。
・各種奉仕員養成研修修了人数
　手話Ⅰ(入門)　19人
　手話Ⅰ(基礎)　17人
　手話Ⅱ　　　　　　7人
　点訳　       　　　 9人
　朗読　       　　　 7人
・手話奉仕員等派遣者数
　手話Ⅰ・Ⅱ　　933人
　要約筆記　　　123人

奉仕員養成研修や派遣など，ほぼ例年通
りの実績であり，視覚や聴覚等に障害の
ある方へのコミュニケーション支援を行う
ことができた。

奉仕員への関心を高めるとともに講座の
周知を行い，受講者増加につながる取り
組みを検討していくとともに，派遣につい
ては，より利用者のニーズに応じた派遣
ができる体制の確保を図っていく。

(3)

① 災害に備えた対策の推進

106

消防局総
務課
（予防課）

視覚障害のある方に対する防火
防災等災害対策用広報テープの
配布

年1 回災害対策用広報テープ（カセッ
トテープ）を作成し，訪問防火指導時
に配布する。

視覚障害者のある方を対象に，音声
による防火広報を行った。
・テープ70本，CD80本の計150本を作
成配布。
・視覚障害者27世帯に対しては予防
課員が訪問防火指導時に渡し，他
123本については視覚障害者協会か
ら対象世帯への配布を依頼した。

視覚障害のある方を対象に，音声による
防火広報を行った。
・テープ70本，CD80本の計150本を作成
配布。
・視覚障害者19世帯に対しては予防課員
が訪問防火指導時に渡し，他131本につ
いては視覚障害者協会から対象世帯へ
の配布を依頼した。

音声による広報テープの内容について
は，防火・防災パンフレットに沿ったものと
なっている。
視覚障害者への防火防災啓発の向上と
理解を図ることができた。

引き続き視覚障害のある方へ、情報提供
していく必要がある。

視覚や聴覚等の障害により情報の取得や伝達に困難を生じる方について，手話，要約筆記，点字のほか，ICT等を活用し，情報のバリアフリー化，コミュニケーション手段の充実を図っていく。

震災を踏まえた災害対応の強化

災害発生時に自らの命を守る対策や災害に備えた食料等の備蓄を促すほか，障害特性から必要となる物資等の準備の必要性について啓発するとともに，地域や関係機関等の連携・協力による支
え合い活動を通して，災害対策を推進する。
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107

健康福祉
局
社会課

◎ 災害時要援護者情報登録制度

本人からの申出により災害時要援護
者として登録した方に関する情報を
町内会や民生委員等に提供すること
により，地域における取り組みを推進
する。

・災害時要援護者情報登録制度の要
綱を制定をし，平成24年6月中旬から
行われた在宅高齢者世帯調査にお
いて，民生委員から登録が必要と思
われる方へ，リーフレット，申請用紙，
返信用封筒を配布して登録の推奨を
行った。
・地域包括支援センターや障害者団
体や障害者施設に対し，会議等の機
会をとらえて，制度の周知，リーフレッ
ト・申請用紙を送付している。
・リストは平成24年12月，平成25年1
月，3月に単位町内会，民生委員，地
域包括支援センター，地区社会福祉
協議会へ配布している。

・地域での取り組みの参考にしていただく
ため、「災害時要援護者支援の進め方」
や「障害のある方への接し方」、「地域の
取組事例」を記した資料集を消防局と合
同で作成し、地域団体等へ平成25年6月
以降に順次配布した。また、地域の方か
ら個人情報の取り扱いについての問い合
わせが多いため、個人情報の取り扱い方
を簡単にまとめた「災害時要援護者登録
情報リスト取り扱いのポイント」を作成し、
3月に出力したリストと一緒に送付し,周知
を図ったところである。
・地域からの改善要望を踏まえ、リストの
登録者等の表示内容（字の大きさ、氏名
のフリガナ、年齢等）の見直しを行った。
・昨年に引き続き平成25年6月から行わ
れた在宅高齢者世帯調査において、民生
委員児童委員の協力をいただきながら、
登録が必要と思われる方へ登録の勧奨を
行った。
・「要介護者等調査(介護保険事業計画策
定基礎資料）」を活用して要援護者側の
視点による地域の取り組み状況の調査を
実施した。

・75歳以上高齢者については，在宅世帯
調査を活用し，登録が必要と思われる要
援護者への登録勧奨を行い，登録が図ら
れたものと考えているが，74歳以下の障
害者については，障害者団体や施設を通
じ勧奨をしていただいており，引き続き必
要な方への登録勧奨を行っていく。
・登録情報リストの町内会への提供につ
いては，受領は任意ではあるものの，全
町内会の87％が受領しており、昨年度よ
り受領率が増えていること、また地域で別
途進められている避難所運営マニュアル
策定の中で災害時要援護者への対応が
話題にされるなど徐々にではあるが、地
域において支援体制づくりが進められて
きていると思われる。

・支援体制づくりの状況は地域によって
様々であることから,引き続き関係部局と
連携しながら支援体制づくりが促進される
よう取り組んでいく。
・障害のある方など，特に要援護者情報
登録が必要な方には，行政サービスの手
続きの案内の際などにも勧奨するなど，
引き続きさまざまな機会を通じて制度の
周知を図っていく。

② 災害時の支援体制の整備

109

危機管理
室防災都
市推進課

◎
地域での災害時要援護者支援体
制の整備促進

「災害時要援護者避難支援プラン」の
策定により，災害時に援護を要する
方々が安心して避難できるよう，地域
での支え合いによる取り組みを促進
する。

地域の支援体制の整備促進に向け
て，プランの全体計画と概要版のリー
フレットを作成し，町内会・自治会，地
区社会福祉協議会，民生委員児童委
員等に対し説明会を実施した。

地域での災害時要援護支援の取組が進
むよう、具体的な進め方や障害者への接
し方等を記載したパンフット「災害時要援
護者支援の進め方」を作成し、町内会等
の関係機関に配布した。

パンフレットは地域での説明会や研修会
でも使っていただいており、当初作成の
在庫がなくなるなど、地域での要援護者
の支援について関心が高くなっているも
のと思われる。

災対法の改正に伴う、要援護者名簿の扱
い等について検討が必要。

・食料・飲料水の備蓄及び自家発電設備の
設置

　 指定管理施設について，段階的に備蓄
倉庫及び非常用発電装置を設置した。

　 民間施設について，毛布の配布を行うと
ともに，非常用発電機の購入補助及び食
料・飲料水の備蓄補助を実施した。

　（非常用発電10施設、食料・飲料水24施
設）

　 消防局において，段階的に防災無線を
設置た。
・障害者施設及び介護老人保健施設との

協定締結
　東日本大震災において対応が不十分で

あった知的・精神障害者の避難先の確保
については，指定避難所における教室を利
用した福祉避難室を第一としたうえで，重

度の障害者等を収容する福祉避難所とし
て，新たに障害者施設6施設（合計10施設）

を指定し平成24年11月1日に協定を締結し
た。
　医療的ケアが必要な要援護高齢者の避

難先を確保するため，既に協定締結してい
る老人福祉施設等65施設からの拡充に向

けて，施設等への働きかけを行った。
　その他，宮城県の障害者施設の福祉避
難所としての活用や，特別支援学校，視覚

支援学校等の役割について宮城県，教育
局等と調整を継続して行った。

・マニュアルの改訂
　東日本大震災の対応を踏まえ，福祉避難
所開設・運営マニュアルの改訂を行った。

施設との協定の締結を図り，介護な
ど個々の対応が必要で，指定避難所
での対応が困難な方の避難所である
福祉避難所を増やすとともに，資機
材や備蓄物資の充実を図る。

健康福祉
局
総務課

108

・大規模災害時における福祉避難所の人
員確保策について、平常時から各施設等
と情報共有を図っておく。
・概ね開所から２年が経過した特別養護
老人ホームや介護老人保健施設から、協
力をいただきながら福祉避難所の拡充に
取り組んでいく。
・要援護者受け入れ訓練など指定施設の
平常時の取り組みの状況を把握するなど
ソフト面の充実に向けた取り組みを進め
る。

福祉避難所の拡充・機能強化

東日本大震災での課題に対応するため
に新たな施設と協定を締結し、必要な物
資等の備蓄や防災行政用無線の設置な
ど福祉避難所の機能拡充をすることがで
きた。

・新たに障害者支援施設2施設（合計12施
設）、介護老人保健施設等24施設（合計
89施設）と協定を締結するとともに、必要
な物資等の備蓄や福祉避難所への防災
行政用無線の設置を行った。
・また、東日本大震災における課題であっ
た福祉避難所開設時のマンパワー不足
に対応するため、訪問介護事業所74ヶ所
と介護員派遣に関する協力協定を新たに
締結をした。

◎

支援を要する障害のある方とその家族が安心できる避難のあり方の検討を進めるとともに，安否確認，避難所への誘導などが迅速に行われる支援体制の整備を進める。
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110

消防局総
務課
（管理課）

◎
災害時における情報提供体制の
整備促進

災害の発生時に障害のある方が迅
速かつ正確に情報を把握できるよう，
災害に関する情報をインターネットや
電子メールなどで提供する。

・平成24年8月31日のフィリピン沖地
震に係る津波注意報発令時に，杜の
都防災メール及びウェブにて注意喚
起を行った。
・日常，市内で発生する火災，救助，
自然災害等で，消防車両が出場する
災害等の情報，宮城県内で震度3が
観測された場合の震度情報及び仙台
市東部，仙台市西部に発表される気
象警報に関しても情報提供を行った。

・平成25年10月26日の福島県沖の地震
に係る津波注意報発令時に，杜の都防災
メール及びウェブにて注意喚起を行った。
・日常，市内で発生する火災，救助，自然
災害等で，消防車両が出場する災害等の
情報，宮城県内で震度3が観測された場
合の震度情報及び仙台市東部，仙台市
西部に発表される気象警報に関しても情
報提供を行った。

災害発生から遅れることなく，迅速に情報
を提供することができた。

大規模災害発生時の通信事業者による
通信制限でEメールが送受信できない恐
れがあるため，更なる情報提供手段につ
いて検討する。

111
障害企画
課

☆ 障害者災害対策推進

災害時において障害者を支援する人
的体制の整備促進のため，障害者に
対する避難，誘導等に対応できるボ
ランティアの養成・研修を行う。

・災害時における専門ボランティア養
成研修会の開催
　　シンポジウム　参加者19人
　　講演　　　　　　参加者23人
・仙台市総合防災訓練への参加
　　　　　　　　　　　参加者6人

・災害時における専門ボランティア養成研
修会の開催
　参加者　23人
・仙台市総合防災訓練への参加
　参加者4人

研修会の実施や総合防災訓練への参加
により，災害時に専門ボランティアが迅速
に機能するための体制づくりを進めること
ができた。

専門ボランティアが災害時により円滑に
機能できるよう，登録者数増加に関する
取組みを検討する。

③ 災害時におけるサービス提供体制の確保

112
障害企画
課

事業継続計画（BCP）策定の普
及・啓発

災害発生時に障害福祉関係事業者
が，迅速に対応し，サービスの継続
実施，またいち早くサービスを再開で
きるよう，事業継続計画（BCP）の策
定について普及啓発する。

各事業へ災害発生時の対策マニュア
ル整備や災害訓練の実施等につい
て指導を行った。

事業継続計画(BCP)の策定を促進する研
修会を実施した。
・BCP研修
　平成26年2月28日(金)
　参加者　約250人
※「仙台市障害福祉サービス事業者等集
団指導」終了後に実施。

BCPの策定に関する研修を実施により，
事業者等が計画策定への意識を持つきっ
かけづくりができた。

25年度はBCP策定への意識付けを行った
が，今後は実際の策定方法等に関する研
修を行っていく。

113
障害者支
援課

◎
物資の備蓄や非常用発電設備の
設置

障害者福祉センターに自家発電設備
等を配置，支援物資を備蓄するなど，
防災中核拠点として整備する。

宮城野障害者支援センターに災害備
蓄物資の配布，災害備蓄倉庫の整備
を行った。

・宮城野障害者福祉センター自家発電装
置工事　　23,451,750円
・太白障害者福祉センター自家発電装置
設計、工事　　25,620,000円
・太白障害者福祉センター防災備蓄倉
庫・災害対応備品購入　　1,204,770円

計画通り太白障害者福祉センターにも自
家発電装置設置、防災備蓄倉庫購入等
を実施したことに加え、遅れていた平成24
年度実施予定の宮城野障害者福祉セン
ター自家発電装置設置を完了することが
できたことにより、災害発生時における障
害者の防災中核拠点機能の充実を図る
ことができた。

当初の計画通り、平成26年度中に若林障
害者福祉センター、平成27年度中に泉障
害者福祉センターの整備を遅滞なく実施
する。

114

消防局総
務課
（管理課）

119番緊急通報の強化
聴覚・言語障害がある方によるe メー
ルやファクスでの119 番緊急通報の
受付を行う。

･Ｅメール　　0件
・ファックス　2件

･Ｅメール　　0件
・ファックス　1件

視覚・聴覚障害のある方に対し，緊急通
報受付の体制を確保することができた。

引き続き，システムを維持し，緊急通報を
受領できる体制を確保していく。

115
障害者支
援課

☆
重度身体障害者緊急通報システ
ム

ひとり暮らしの重度身体障害のある
方に通報装置を貸与し，安全確保と
不安解消を図る。

設置台数　52台（平成24年度末時
点）

設置台数　52台（平成25年度末時点）

ひとり暮らしの在宅重度身体障害者に対
し，仙台市消防局又は民間受信センター
に通報できる機器を貸与し，緊急時の連
絡手段を確保することにより，日常生活
の安全の確保と不安の解消を図ることが
できた。

ひとり暮らしの障害者が自宅での生活を
安心して継続していけるよう，本制度の周
知広報を通じ利用促進を図る。

障害者支援施設等における事業継続計画（BCP）の策定を促進し，災害時における障害者支援とサービスの提供の両立を図るとともに，被災してもいち早い事業再開が可能となる体制づくりを進
める。
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4

(1)

① 多様な就労の場の創出

116
障害者支
援課

☆ 施設等自主製品の販売促進

施設自主製品の販売促進を図る「障
害者販売業務訓練等事業」を行う社
会福祉法人に補助金を交付するほ
か，授産製品の販売促進と障害のあ
る方の社会参加を図るため，区役所
や市民広場等において展示販売会を
開催する（ふれあい製品販売）。

・知的障害者の社会体験および就労
訓練を目的とし，障害者販売業務訓
練等事業を「ゆめの森」（エスパル仙
台）・「はあと」（みやぎ生協セラビ幸
町）の2店舗で実施。
   訓練者数　　　　　　6人
   販売金額　5,467,294円
・ふれあい製品フェア（市民広場）　6
回開催　延176施設参加
・ふれあい製品展示販売会　延552日
開催　延997施設参加

【障害者販売業務訓練等事業】
　訓練者数　14人
　販売実績　6,180,162円

【ふれあい製品フェア（市民広場）】
　5回開催　延べ149施設参加
【ふれあい製品販売会】
　延べ722日開催、延べ1,220施設参加

知的障害者の社会体験・就労訓練の場を
確保するとともに，ふれあい製品の販売
の場を確保した。訓練者数の実績は前年
比８名上昇し，販売実績は前年比712,868
円の向上につながった。

事業開始当初と比較して，就労移行支援
及び就労継続支援の事業所が市内に増
加しており，障害者の就労訓練の場が充
実してきている状況にある。一方で，ふれ
あい製品の販売促進は，障害者の多様
な就労環境の確保と経済的自立の促進
を図る観点から重要であり，事業のあり
方について検討を進める。

117
障害者支
援課

障害者在宅就労の促進

障害のある方の在宅就労に関する総
合的なサービス拠点として，バーチャ
ル工房「せんだい庵」を設置し，知識
や技術を習得するための講座の開催
や企業からの受注促進の取組み等を
実施する。

・障害のある方のためのITによる在
宅就労訓練講習会（デジタルデザイ
ン）
 9講座　受講者数延べ 51人

障害のある方のためのITによる在宅就労
訓練講座9講座　受講者数延べ29人

本事業と関連してせんだい庵が行ってい
る受注業務の需要動向に応じて、適宜講
座内容の見直しや組み換えを行ってお
り、受講後の受注を視野に入れたスキル
の習得が図られている。

本事業でスキルを身に着けた後の受注業
務の部分で主力で動ける方の人数がまだ
限られており、新規受講者の開拓や受講
後のサポートを行い、主力者の増加につ
なげる必要がある。

118
障害企画
課

知的障害者チャレンジオフィス

知的障害のある方を非常勤嘱託職員
として雇用し，一般就労へ向けた支
援を行うとともに，障害程度や能力に
応じた適切な業務内容，業務量等の
検討を行う。また，その取組の成果を
企業に紹介することにより，知的障害
のある方の雇用促進を図る。

・平成24年4月　4人採用
　平成24年12月に1人，平成25年3月
に1人，4月に1人が一般就労。
　1名が農業委員会勤務。
・平成24年10月　2人採用
　農業委員会勤務。

・平成25年4月　3人採用
　平成25年7月に1人，平成26年1月に1
人，4月に1人が一般就労。
・平成25年10月　3人採用
　平成26年4月に1人が一般就労。
　1人が農業委員会，1人が仙台市障害者
総合支援センター勤務。
・業務場所を2か所から3か所に拡大し
た。

業務場所を拡大したことにより，一般就労
に向け，知的障害者チャレンジオフィス職
員が様々な経験を積むことができるよう
になった。また，受け入れ先における職員
への障害理解の促進にもつながった。

チャレンジオフィス職員には，知的障害に
加え発達障害を重複する職員も増えてき
ており，今後は障害特性に応じた支援方
法等をより一層検討していく必要がある。

119

人事委員
会
事務局任
用課

身体障害のある方を対象とした仙
台市職員採用選考

身体障害のある方の雇用促進を図る
ことを目的とした職員採用選考を実施
する。

事務と学校事務の職種で選考を行っ
た。
・申込者数
　事務　　　　22人
　学校事務　21人
・受験者数
　事務　　　　22人
　学校事務　21人
・最終合格者数
　事務　　　　3人
　学校事務　1人
・平成24年度より，筆記困難である特
定の障害の種類・等級の方を対象
に，パソコンを利用した受験が可能と
なっている。

事務と学校事務の職種で選考を行った。
・申込者数
　事務：20人，学校事務：16人
・受験者数
　事務：17人，学校事務：15人
・最終合格者数
　事務：3人，学校事務：1人
・平成25年度から，受験資格のうち自力
通勤に係る部分を削除した。
・受験資格のうち，年齢要件の緩和につ
いて任命権者とともに検討した（平成26年
度から実施）

近年，申込者数が減少傾向にあるが，受
験資格の変更により，より多くの方が受
験しやすい環境の整備を進めることがで
きた。

受験資格変更の効果を踏まえ，さらに多く
の方が受験しやすい環境を整備できるよ
う努めていく。
また，平成26年度からの年齢要件の緩和
を含め，選考の広報活動を行っていく。

② 就労促進に向けた普及啓発

120
障害者支
援課

障害者雇用促進貢献企業の表彰

障害のある方を積極的に雇用し，働
きやすい職場環境をつくる取組みを
行う事業者に対し，市長より感謝状を
贈呈すると共に，その取組みを広く事
業者や市民に紹介し，障害のある方
への理解の促進・雇用創出を図る。

・応募総数7件
・㈱クリーン＆クリーン，㈱フジ・スタイ
リング，サンライズパッケージ㈱の3
社を表彰した。

応募総数4件
㈱ビック・ママ、㈱やまや、Green-Room
㈱の3社を表彰した。

3事業所を表彰し、障害者雇用の実践例
を広く、市民・企業等に紹介し、障害のあ
る方の雇用について理解啓発が図られ
た。

法定雇用率の引き上げ等を背景とした障
害者雇用についての企業の関心の高まり
を踏まえ、感謝状の贈呈と合わせて行う
企業の取組事例を紹介する雇用促進
フォーラムについて、企業の参加割合を
高め、より多くの企業に知ってもらう場と
するため、企業への周知方法について工
夫を行う。

障害のある方の就労について企業や市民の関心を高めるため，様々な媒体を活用するとともに，様々な機会をとらえて広報を行い，さらなる普及啓発を図る。

就労や社会参加による生きがいづくり

多様な就労による生きがいづくり

障害のある方が働くことを通して生きがいのある生活を送ることができるように，多様な就労ニーズに対応し，障害特性・状態に応じた就労環境づくりを推進する。
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121
障害者支
援課

◎
障害のある方の職業能力開発の
促進

障害のある方の職業的自立を支援す
るため，福祉・教育・経済・労働等各
分野が連携し，就労促進に向け，企
業及び障害のある方のニーズや一人
ひとりの態様に応じた職業訓練の推
進を目的とした事業を実施する。

・障害者職業能力開発推進会議
　1回開催
・難病のある方の就労支援連絡会
　3回開催
・多様な働き方検討連絡会
　3回開催
・障害者職業能力開発セミナー
　8回開催

・雇用促進セミナー5回開催
・難病のある方の就労支援連絡会1回開
催
・雇用促進のためのホームページの運営

障害者の雇用促進に向け、障害種別ごと
のセミナーを開催する等、昨年度に引き
続き、市民・企業等に対する理解啓発の
強化を図った。

特に企業向けのセミナーの参加人数が増
加傾向にあることから、本年度の状況を
見て、収容人数の面から会場の適宜見直
しや、本市障害者就労支援センターとも
連携し、雇用実績のある企業の見学会と
組み合わる等し、ハードソフト両面から充
実を図っていく。

122

市民局
市民生活
課

勤労者福祉ガイドブック等発行

勤労者・事業者に対し労働関係情報
を広く周知することを目的として発行
しているガイドブック等に，障害のあ
る方の雇用促進のための法律や制
度，問い合わせ先を掲載し，制度利
用の普及啓発を図る。

勤労者福祉ガイドブック　800部，はた
らくみなさんのためのガイドブック
3,000部を発行。ハローワークや関係
機関に配布を行った。

「働くみなさんのためのガイドブック」3,000
部、「新仙台・仕事探しガイドＭＡＰ」5,000
部を発行。ハローワークや関係機関に配
布を行った。

労働条件や支援体制の啓発活動を行っ
た。

健常者の方の求職支援を目的とした仙台
仕事探しガイドマップについても参考にな
ると障害者就労支センターなどより配布
要望があったので、実施していく。

123
障害者支
援課

◎ 福祉的就労ステップアップ事業

授産製品の販売促進・販路拡大によ
る福祉的就労の充実等をはかるた
め、授産製品・役務を一元的に紹介
するホームページ等を活用した周知
広報、施設職員が企画提案・営業を
行うために必要なスキル向上のため
の研修等を実施

・ 就労継続支援B型事業所職員等を
対象とした研修の実施
　（販売スキル研修，販売ツール作成
研修，営業活動スキルアップ研修，
ホームページサポート講座）
・ 飲食を扱う市内の事業所をピック
アップしたチラシ「ふれあいランチな
び」の作成
・ ホームページ「ありすと仙台」年間
合計訪問者数　41,800人

・就労継続支援B型事業所職員等を対象
とした研修の実施　４回（うち１回は見学
会）
・専門学校生徒による販促ツールの提案
等プロジェクト　４回
・ホームページ「ありすと仙台」の運営及
びリニューアル
　訪問者数　81,083人

研修会等により，施設職員の支援スキル
の向上が図られた。また，「ありすと仙台」
による広報等を通じ，神戸の企業からの
受注が入るなど，ふれあい製品の販売促
進・販路拡大が図られた。

ふれあい製品の改善による販売促進を目
的に，モニタリングの実施などを通じた市
場ニーズの把握方法及び，それを通じた
品質改善方法を施設職員に習得していた
だくための研修を実施する。また，研修及
び見学会や情報交換を通じて施設職員に
企業に対する理解を深めていただくこと
で，一般就労につながる支援のあり方等
への認識を深めていただく。

(2)

① 就労支援ネットワークの推進

124
障害者支
援課

障害者就労支援センター運営

障害のある方の就労に関する相談，
援助，啓発等を行うことにより，障害
のある方の就労を総合的に支援し，
雇用促進及びその職業の安定を図
る。

・支援対象者　662人（知的　174人・
身体　120人・精神　266人・その他
102人）
・相談件数　13,292件
・新規就労者数　54人

・支援対象者595人（身体101人・知的158
人・精神242人・その他94人）
・相談件数延べ10,793件
・新規就労者数34人

相談については、企業からの既雇用者に
関する相談が増加しており、これに伴い
職場訪問の件数も伸びている。また、企
業と就労移行支援事業所とを結びつける
交流会等の取り組みにおいて、職場開拓
につなげることもできた。

法定雇用率の引き上げ等を背景とした障
害者雇用についての企業の関心の高まり
や、精神障害者の就職件数の増加傾向
を踏まえ、企業の理解を高め、より効果的
に障害者雇用に結び付けるための企業
支援の充実や職場定着に向けた就労継
続への支援の強化に取り組んでいく。

125
障害者支
援課

就労支援連絡会議の開催

障害者就労支援センターにおいて，
就労支援に携わる関係機関ととも
に，発達障害，高次脳機能障害，視
覚障害のある方等の就労支援に関
する連絡会議を開催する。

・就労移行支援事業所連絡会議
　　　3回開催

・就労先・実習先開拓担当者連絡会議
　　 12回開催
・ジョブコーチ連絡会議

　　　3回開催
・発達障害者就労支援連絡会議

　　　3回開催
・高次脳機能障害者就労支援連絡会議
　 　 3回開催

・視覚障害者就労支援連絡会議
　　　3回開催

就労移行支援事業所連絡会議12回開催
障害者就労支援連絡会議5回開催

就労移行支援事業所への支援を重点的
に行い、市全体の就労支援スキルの向上
と連携体制の強化を進めた。

引き続き就労移行支援事業所等の支援
スキルを高める取組や移行支援事業所と
企業とを結びつける企画を推進していく。

障害者就労支援体制の充実

各支援機関のネットワークをとおした総合的な支援を行うため，障害者就労支援センターを中心とした就労支援体制の充実を図る。
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② 個別ニーズに対応できる支援体制の整備

126
障害者支
援課

☆
精神障害のある方の社会適応訓
練

協力事業所（委託）において，精神障
害のある方が一定期間生活指導や
訓練を受けることにより，集中力，環
境適応能力等を養い，社会復帰，経
済活動への参加を促進する。

・登録事業所数　　62事業所
・訓練実施事業所　8事業所
・訓練実施者　　　14人

・登録事業所数　60事業所
・訓練実施事業所　5事業所
・訓練実施者　5人

訓練利用者のニーズに即した訓練先事業
所との適切なマッチングを行い、効果的な
訓練を行った。また、就労支援センターが
本事業の窓口として関係機関との連絡調
整等を行うことにより支援力の向上に結
びついた。

平成24年4月1日に、精神保健及び精神
障害者福祉に関する法律が改正され、本
事業に関する根拠規定が削除されている
点、訓練生が減少傾向にある点、就労移
行支援事業所が就労支援の主な担い手
となっている点、障害者雇用促進法に基
づく職業訓練が充実してきている点、等を
考慮し、他都市の動向等注視しつつ、当
該訓練制度のあり方について検討してい
く。

127
障害者支
援課

知的障害のある方の職場実習訓
練

協力事業所（委託）において，知的障
害のある方が一定期間生活指導や
技能習得訓練等を受けることにより，
社会生活や就職に必要な能力と就職
に必要な素地を身につけ，雇用の促
進と職場における定着性を高める。

・登録事業所数　　38事業所
・訓練実施事業所　5事業所
・訓練実施者　　　　5人

・登録事業所数　38事業所
・訓練実施事業所　2事業所
・訓練実施者　2人

訓練利用者のニーズに即した訓練先事業
所との適切なマッチングを行い、効果的な
訓練を行った。また、就労支援センターが
本事業の窓口として関係機関との連絡調
整等を行うことにより支援力の向上に結
びついた。

訓練生が減少傾向にある点、就労移行支
援事業所が就労支援の主な担い手となっ
ている点、障害者雇用促進法に基づく職
業訓練が充実してきている点等を考慮
し、他都市の動向等注視しつつ、当該訓
練制度のあり方について検討していく。

128

障害者総
合支援セ
ンター

◎ 中途視覚障害者就労支援促進
中途視覚障害者支援センターにおけ
る中途視覚障害者に対する就労支援
強化のための支援員を増員

・中途視覚障害者支援センターにおける相

談事業実利用者数は231人（内129人が新
規利用者），延べ支援回数は2,512回であ

る。
・交流会事業を合計13回実施し，延べ参加
人数は385人であった。このうち１回は，就

労をテーマに開催し，就職や就労継続（復
職）を希望している当事者等24人の参加が

あった。グループ討議では，通所で視覚障
害に特化した職業リハビリテーションが受
けられる場の創出についての提起がなさ

れた。

利用者実人員:18人
訓練延回数:189回
進路状況：就職4人，就労継続5人，他機
関利用4人，求職中1人，休職中1人，訓
練中止3人

職業リハビリテーションによって、就労継
続や新たに就職する等の一定の成果が
みられている。　また、先進地の指導者研
修会へ参加し、従事職員の指導に生かし
た。

既存の就労支援機関との役割分担を明
確化し、連携協働の強化を図り、中途視
覚障害者の就労支援システムの構築を図
ること。
企業や事業所における障害者雇用促進
のための普及啓発等の取り組みを行うこ
と。

(3)

① スポーツ・レクリエーション活動の促進

129
障害企画
課

☆
多様に選択できるスポーツ活動
の参加機会の拡大

障害のある方のスポーツの振興を目
的に，スポーツ教室，大会を開催する
と共に，大会派遣への支援等を実施
する。

・スポーツ教室　 21種目 　22回開催
　参加者数　872人
・スポーツ大会 　9種目 　11大会開
催
　参加者数　1,380人
・大会派遣　9大会　派遣者数189人
　全国障害者スポーツ大会　79人派
遣
　全国障害者スポーツ大会ブロック予
選大会　80人派遣
　その他大会　30人派遣

・スポーツ教室　 20種目 　22回開催
　参加者数　856人
・スポーツ大会 　11種目 　11大会開催
　参加者数　1,491人
・全国障害者スポーツ大会
　派遣者数　60人
・その他大会（８大会　８種目）
　派遣者数　121人

障害のある方がスポーツの楽しや互いに
競い合う喜びを実感しながら,体力の維
持・増進を図ることに加え,障害に対する
理解を深めるとともに障害の有無にかか
わらず交流の輪を広げることができた。

障害のある方だけでなく，多くの方々が障
害に対する理解を深め,心のバリアフリー
を具現化していくとともに,各事業内容に
一層の工夫をして行く。

130
障害企画
課

各種レクリエーション活動の推進
障害のある方の社会参加促進や相
互交流を図るため，各種レクリエー
ション教室を開催する。

レクリエーション教室開催事業

・身体　開催回数　3回，参加者数　209人
・知的　開催回数12回，参加者数　345人

・精神　開催回数　4回，参加者数　347人
・３障害　開催回数3回，参加者数　120人

レクリエーション教室開催事業
・身体　開催回数　3回，参加者数　180人
・知的　開催回数12回，参加者数　358人
・精神　開催回数　4回，参加者数　329人
・３障害　開催回数3回，参加者数 　81人

各レクリエーション教室を通して，障害の
ある方の社会参加を推進するとともに，相
互交流を図ることができた。

今後も，参加者のニーズを踏まえたレクリ
エーション教室を開催できるよう，プログ
ラムや内容等を検討していく。

スポーツ・文化・芸術活動への支援

スポーツ・レクリエーション活動への参加機会を拡大することによって，障害のある方の生活・活動の幅を広げていく。

障害のある方の多様な就労ニーズへの対応や就労継続の支援等を図るため，障害者就労支援センターの支援力を高めるとともに，就労移行支援事業所等の支援者向けの体系的な研修システム
を構築する。
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131
障害企画
課

障害のある方の生活訓練
身体障害のある方の健康管理や社
会生活に役立つ知識・能力の習得を
目的に，各種研修等を実施する。

生活訓練等事業
（合計利用者数　450人）
・視覚障害のある方の社会生活教室
　（8回開催）　延べ参加者　　68人
・中途失聴・難聴の方の生活訓練
　（6回開催）　延べ参加者　71人
・聴覚障害のある方の社会生活教室
　（8回開催）　延べ参加者　154人
・障害者健康指導教室
　（16回開催）　延べ参加者　157人

生活訓練等事業
（合計利用者数　396人）
・視覚障害のある方の社会生活教室
　（8回開催）　延べ参加者　　68人
・中途失聴・難聴の方の生活訓練
　（6回開催）　延べ参加者　61人
・聴覚障害のある方の社会生活教室
　（8回開催）　延べ参加者　171人
・障害者健康指導教室
　（12回開催）　延べ参加者　96人

各教室等を通して，障害のある方の日常
生活能力の向上を図ることができた。

今後も，障害者が生活していく上で活動
の幅をより広げられるよう，効果的なカリ
キュラムについて検討していく。

132
障害企画
課

仙台市スポーツ施設使用料減免

障害のある方がスポーツ施設を利用
する際の使用料を減免し，スポーツ，
レクリエーション活動の機会を拡大す
る。

身体障害者手帳，療育手帳，精神障
害者保健福祉手帳をお持ちの方など
を対象に，市営スポーツ施設の使用
料の半額または全額減免を行った。
・減免利用延人数　50,694人
　　団体利用数　　42団体（34,829人）
　　個人利用者数　15,865人

身体障害者手帳，療育手帳，精神障害者
保健福祉手帳をお持ちの方などを対象
に，市営スポーツ施設の使用料の半額ま
たは全額減免を行った。
・減免利用延人数　102,159人
　　団体利用数　　500団体（31,914人）
　　個人利用者数　70,245人

スポーツ・レクリエーション活動への参加
機会の拡大，および障害のある方の生
活・活動の拡充につながった。

利用者の増加を図るため，更なる事業周
知を検討していく。

② 文化・芸術活動の促進

133
障害企画
課

文化・芸術活動の振興

障害のある方の文化・芸術活動の振
興を目的に「仙台市障害者による書
道・写真・絵画コンテスト」の開催や障
害のある方の芸術作品等の紹介や
相互の交流を図る紙上交流誌「わっ
か」の発行等を実施する。

障害者による書道・写真・絵画コンテストを

開催し，入賞作品については全国コンテス
トに推薦するほか，「ウエルフェアアート展」
として市内障害者福祉センター等に展示し

た。
・障害者による書道・写真・絵画コンテスト

　応募作品数：書道の部77点、写真の部28
点、絵画の部44点
・写真教室，スケッチ散策教室　参加者95

人
　上記の「障害者による書道・写真・絵画コ

ンテスト」への応募を目標とした教室
・ウエルフェアアート展
　平成24年9月30日から障害者週間の間，

市内障害者福祉センター等で入賞作品の
展示した。

・その他，絵を楽しむ教室や写真教室を開
催したほか，紙上交流誌「わっか」の発行を
行った。

　絵を楽しむ教室　参加者10人、写真教室
参加者15人

　紙上交流誌「わっか」　発行回数　3回

障害者による書道・写真・絵画コンテスト
を開催し，入賞作品については全国コン
テストに推薦するほか，「ウエルフェア
アート展」として市内障害者福祉センター
等に展示した。
・障害者による書道・写真・絵画コンテスト
　　応募作品数：書道の部87点、写真の
部28点、絵画の部40点
・ウエルフェアアート展
　　平成25年10月6日から障害者週間終
了までの間，市内障害者福祉センター等
で入賞作品の展示した。
・紙上交流誌「わっか」の発行を行った。
　　紙上交流誌「わっか」　発行回数　3回

コンテスト入選作品の展示では観覧者か
ら好評を得ており，障害者の活動成果発
表の場を形成することで文化・芸術活動
への参加意欲を高めることにつながって
いると考えられる。

今後は，コンテストについて一層周知して
いくとともに，作品応募への意欲を高める
ような芸術・文化活動に係る教室などの
開催を検討していく。

134
障害企画
課

☆ 障害のある方の国際交流

障害のある方が海外の障害のある方
と交流・親睦を深めることを目的に行
われる事業について，補助金を交付
する。

ロンドンパラリンピックの観覧参加と
障害者施策および福祉のまちづくり
の視察研修を実施。
　・イギリス・ロンドン市へ22人を派遣
（平成24年9月4日～9月11日）

台南市体育総会身心障害運動委員会交
流訪問団受入れを実施。
　・台南市体育総会身心障害運動委員会
関係者19人を招待（平成25年12月19日
～22日）

中国台南市の障害のある方などを迎え，
本市の障害のある方々と障害者スポーツ
体験や交流会等を通じて，情報交換や活
動報告などを実施したことで，互いの親睦
を深めたとともに，障害のある方の参加
機会の拡大につながった。

今後も，より多くの障害のある方に興味を
持って，海外の障害のある方と交流して
いただけるように，事業の広報・周知を
図っていく。

135
障害企画
課

☆ 各種障害者団体助成

障害児者の芸術・文化活動振興及び
市民の障害福祉への理解啓発の促
進のため，障害者福祉団体が行うイ
ベント等の開催経費を助成する。

各種障害福祉団体助成事業
・交付団体　３団体

各種障害福祉団体助成事業
・交付団体　４団体

障害児者が芸術・文化活動で発表するこ
とで，社会参加の推進につながった。ま
た，障害の有無に関わらず多くの市民が
参加したイベントも多く，団体助成を通し
て，障害に対する市民理解の促進を図る
ことができた。

今後は，より多くの障害者団体による芸
術・文化活動振興や障害理解促進イベン
ト等が開催されるよう，効果的な事業展開
について検討を進めていく。

障害のある方が主体的に文化・芸術活動に取り組むことができるよう，文化・芸術活動への参加機会を広げるとともに，活動成果の発表の場づくりを支援する。
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(4)

① 当事者活動の推進

136
障害者支
援課

セルフヘルプグループ(障害のあ
る方の自助グループ)の支援

セルフヘルプグループの立ち上げや
運営に関する相談等，グループの育
成への支援を実施する。

セルフヘルプ育成支援（通年）
・当事者活動団体　7団体

セルフヘルプ育成支援（通年）
・当事者活動団体　7団体

ピアカウンセリング集いの場などで交流し
た当事者が疾患特有の悩みを共有する
場を求め，派生して疾患別の当事者団体
を立ち上げている。それらの団体に対し，
セルフヘルプ育成支援により運営面，資
金面，広報活動等のサポートを行ったこと
で，活動の継続や発展に寄与できた。

社会の中で当事者が活動を続けること
は，精神障害に対する誤解や偏見を取り
除く活動としての役割を持つことからも，
今後はスピーカーズビューロー活動（精
神障害当事者による講演活動）との役割
分担や技術交流などを積極的に行ってい
く。

137
障害者支
援課

ピアカウンセリング事業 （精神障
害のある方同士のカウンセリン
グ）

精神障害のある方が自身の問題解
決能力を高め，社会参加と自立を促
進するために，ピアカウンセリングを
学び実践する機会を提供する。
また，当事者活動のリーダーの育成
を図る。

・ピアカウンセリング集いの場
　　年3回開催　（参加延人数　47人）
・ピアトークショー
　　年1回開催　（聴講者数　63人）
　　シンポジウム「精神障がいって何
だ？」

ピアカウンセリングの集いの場（ピアカウ
ンセリング講座）：年間３回
・第１回：語り合いのテーマ「こんな風に生
きたい」（参加者数11名）
・第２回：語り合いのテーマ「これから挑戦
してみたいこと」（参加者数12名）
・第３回：語り合いのテーマ「私にとっても
『居心地の良さ』を考える」（参加者数11
名）
当事者活動・体験発表「ピアトーク
ショー」：年間１回
・討論会「元気・回復・健康」について問う
・当事者団体５団体からの活動報告と表
彰

ピアカウンセリング集いの場は，本市から
の受託事業であるという安心感もあって
か新規の参加者も多く，疾患を問わない
ため，様々な疾患の当事者が集まり，精
神障害当事者間の交流が促進された。

ピアカウンセリングによって当事者間の
支えあいを進めることと、精神障害に対す
る誤解や偏見を取り除くスピーカーズ
ビューロー活動（精神障害当事者による
講演活動）とは相互に強い結びつきのあ
る事業であり、相互の事業効果を高める
よう積極的に連携を図っていく。

138
障害企画
課

本人活動の支援

知的障害のある方の社会参加と自己
実現を図るため，自ら話し合い，計画
したボランティア活動や交流会等活動
を支援する。

本人活動支援事業
・17回実施　延べ参加者数435人　登
録者数49人

本人活動支援事業
・16回実施　延べ参加者数437人　登録者
数48人

参加者自身が活動の企画段階から実施
進行に至るまで携わる機会をさらに増や
したことで，本人がより意欲的に活動に取
り組めるものとなった。

引き続き，知的障害のある参加者同士が
相互理解を図りながら社会参加と自己実
現できるよう，本人主体の活動運営を支
援していく。。

② 社会的活動への参加促進

139
障害企画
課

障害者ボランティア活動の支援

精神障害のある方の社会参加と自己
実現を図るため，精神障害のある方
の社会復帰に関する活動についての
情報提供及び障害のある方等に対す
るボランティア活動を支援する。

・精神保健福祉スキルアップ研修
　回数4回、延べ参加者数91人
・精神保健福祉ボランティア団体活動
講座
　回数2回、延べ参加者数33人

・精神保健福祉スキルアップ研修
　回数4回、延べ参加者数120人
・精神保健福祉ボランティア団体活動講
座
　回数2回、延べ参加者数16人

・精神障害のある方自身がボランティア活
動を体験することにより，地域の一員とし
ての意識を持つことができ，社会参加を
促進するものになった。
・施設等の職員を対象としたスキルアップ
研修を実施し，障害者の社会参加にとっ
てより良い環境づくりに取り組むことがで
きた。

今後は，施設職員等のスキルアップ研修
講座の参加者を増やしていけるよう，より
効果的な募集方法等を検討する。

140
障害企画
課

審議会等への障害のある方の参
画推進

障害者施策推進協議会，障害者自立
支援協議会，精神保健福祉審議会等
の委員として障害のある方を委嘱し，
市政への参画を推進する。

障害のある方の委員数8人
　・障害者施策推進協議会
　　4委員／20委員
　・障害者自立支援協議会
　　1委員／15委員
　・精神保健福祉審議会
　　3委員／20委員

障害のある方の委員数8人
　・障害者施策推進協議会　4委員／20委
員
　・障害者自立支援協議会　3委員／15委
員
　・精神保健福祉審議会　　3委員／20委
員

障害のある方が審議会等に委員として参
加したことで，当事者のニーズを踏まえた
審議が行われ，障害のある方の市政へ
の参画推進につながった。

引き続き，審議会等への障害のある方の
参画を推進するとともに，障害特性を踏ま
えた審議会の運営方法等を工夫し，より
多様な障害種別の当事者委員の委嘱が
可能となるよう検討していく。

障害のある方の自主的な活動を推進するため，自ら支え合うセルフヘルプグループや同じ障害のある人の相談に応じるピアカウンセリングなど，互いに励まし支え合うピアサポート活動等を支援す
る。

障害のある方の社会参加や自立を促進するため，ボランティアへの参加などの社会的活動への参加を促進する。

障害者自身による主体的な社会的活動支援
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141 社会課
精神障害のある方の社会参加に
関する個別支援プログラムの実
施

生活保護を受給している在宅の精神
障害のある方のうち，福祉事務所が
選定した方について，生活の支援や
社会参加に向けた組織的な支援を行
う。

現状では，プログラムの枠組みにとら
われず，通常のケースワークにおい
て援助方針を樹立し，個別支援を実
施している。

現状では，プログラムの枠組みにとらわ
れず，通常のケースワークにおいて援助
方針を樹立し，個別支援を実施している。

本プログラム策定の趣旨や目的に沿った
個別支援は，各区保護課において十分に
取り組まれている。

精神障害のある方への支援の実態をふ
まえ，活用しやすい実施手順となるよう，
随時見直しを実施していく。

5

(1)

① 障害福祉サービス提供体制の整備

142
障害者支
援課

自立支援法に基づく介護給付・訓
練等給付事業（第3期障害福祉計
画）

自宅等で受けられる訪問系サービ
ス，障害福祉サービス事業所等へ通
所する日中活動系サービス，グルー
プホーム等の居住系サービスの安定
的な提供を推進する。

第3期仙台市障害福祉計画
平成24年度実績参照。

第3期仙台市障害福祉計画
平成25年度実績参照。

新規事業所の指定等により，障害のある
方が利用できるサービスの供給量は全体
的に増加した。

サービス間で供給量に不均衡があるた
め，周知広報等を通じ，より利用者のニー
ズに沿ったサービス供給を図る。
一方で，供給されるサービスの質の向上
も必要であり，適切な事業者指導等を通
じて全体的な底上げを図る。

143
障害者支
援課

☆
重度重複障害者等受入運営費の
補助

重度重複障害のある方等を受け入れ
ている知的障害者通所施設に，支援
員配置のための補助金を交付する。
（重度重複障害者１名につき月39千
円の補助を実施。（人員配置体制加
算Ⅰ型を算定する場合は，20千円））

・市内・市外47施設　507人
・214,918千円

・市内・市外42施設　514人
・213,383千円

重い障害のある方を受け入れている施設
で手厚い支援体制を取っている施設に対
して補助金を交付したことにより，障害の
ある方の日中活動の場を提供することが
できた。

対象者の増加により予算増大は避けられ
ない状況である。持続可能な制度とする
ため，国の制度設計や報酬改訂状況など
を勘案しながら，対象事業の絞込みや補
助基準額の細分化等，制度の見直しを検
討していく。

144

障害者総
合支援セ
ンター

身体障害者(児)補装具費の支給
補装具の処方や適合判定を実施し，
障害の状況に合った適正な補装具を
支給する。

補装具判定件数 　1,588件
・視覚　　　　　　　　　　  2件
・聴覚　　　　　　　　　 292件
・肢体不自由　　　　1,290件
・内部　　　　　　　　　　　4件

補装具判定件数 　　718件（実件数）
・視覚　　　　　　　　　　  1件
・聴覚　　　　　　　　　 199件
・肢体不自由　　　　　513件
・内部　　　　　　　　　　　1件
・難病（身体障害者手帳なし）4件

・専門職による適正な補装具の判定が行
われたことにより、身体機能を補完または
代替するために必要な補装具を支給する
ことができた。

・引き続き適正な補装具の判定を実施す
るため，専門職において，より高度な技
術の取得に努めていく。

145
障害者支
援課

障害者小規模地域活動センター
運営費の補助

障害のある方が通所し，創作活動や
生産活動を通して，作業指導や生活
指導，さらには社会参加訓練等の地
域的な支援を行う施設に対して，運
営費を補助する。

仙台市障害者小規模地域活動セン
ター運営費補助金により、
・心身     7事業所に対し，74,384千
円
　　補助額75,378千円に対し，執行率
98.7％
・精神    16事業所に対し，214,875千
円
　　補助額216,400千円に対し，執行
率99.3％

仙台市障害者小規模地域活動センター
運営費補助金により、
・心身     7事業所に対し，67,863千円
　　補助額68,798千円に対し，執行率
98.6％
・精神    16事業所に対し，218,163千円
　　補助額219,784千円に対し，執行率
99.3％

知的・身体障害者施設，精神障害者施
設，計23施設に対して補助金を交付し，
生産活動や社会参加訓練等を通して，障
害のある方の日中活動のサポートに役
立った。

給付費事業への移行が可能な施設につ
いては，事業の充実を図る観点から，積
極的に移行を促しているが，収支的に事
業継続が困難になると思われる施設が多
い。今後も利用者確保の方策などを共に
検討しながら，移行に向けた取り組みを
継続する。

146
障害者支
援課

☆ 障害福祉サービス事業所の整備

障害者とその家族が安心して地域生
活を送ることができるよう，生活介護
等のサービスを提供する施設を整備
する社会福祉法人に対し，補助を行
う。

泉区において整備を進めていた障害
福祉サービス事業所｢フォレスターナ
仙台｣（生活介護）が平成25年3月末
に竣工した。

宮城野区で計画していた障害福祉サービ
ス事業所（生活介護）の整備は若林区で
の整備に計画を変更し，事業を選定した。
平成26年度末に事業完了予定。

若林区における障害福祉サービス事業
所（生活介護）の事業者選定に着手し，平
成27年4月の開所に向けて整備事業を進
めることにより，重い障害のある方の日
中活動の場を拡充し，特別支援学校の卒
業生の受入先の確保に努めた。

国庫補助を活用し，隔年ごとの整備を計
画している。平成27年度は宮城野区での
生活介護事業所の整備に向けた事業選
定に着手し，平成28年4月の事業開始を
目指す。

 サービスの充実と質の向上

サービスを選択できる環境の整備

訪問系サービス，日中活動系サービス，居住系サービス等について，障害のある方とその家族がいつでもどこでも必要とするサービスを選択し，利用できる基盤の整備を促進する。
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147

北部発達
相談支援
センター

◎
要医療的ケア障害者対応型グ
ループホーム運営費補助

医療的ケアが必要な障害者が，住み
慣れた地域で生活していくことができ
るようグループホームの運営費を補
助する。

医療的ケア対応型グループホームの運営
費を補助する手法により、医療的ケアを
必要とする重症心身障害者の住まいの場
を年次的に整備する。

② 地域生活を支える各種サービスの提供

148
障害者支
援課

地域生活支援事業等各種事業
（第3期障害福祉計画）

相談支援や円滑な外出のための移
動支援をはじめ，一人ひとりに合った
多様なサービスの提供を推進する。

第3期仙台市障害福祉計画
平成24年度実績参照。

第3期仙台市障害福祉計画
平成25年度実績参照。

・移動支援の利用者数は着実に増加して
いる。
・相談支援事業では，事業所への登録の
有無に関わらず，支援できる体制を整え
たことで，障害者への支援の糸口を拡大
することができた。また、障害者自立支援
協議会にて，事業所運営の自己評価の
試行が行われ，そのプロセスを通して底
上げをしていく動機の共有ができた。

・移動支援では，外出に支援を要する方
が社会参加等を積極的に行えるよう，今
後も制度の周知に努める。
・相談支援事業では障害や年齢を問わず
幅広い相談内容に対応することが求めら
れており，個別給付化された計画相談支
援との整理を行い，業務内容の明確化，
実施体制の見直しを行う。

149
障害者支
援課

障害のある方への配食サービス
事業

食事を用意することが困難な在宅の
ひとり暮らしの障害のある方に，最大
１日１回，昼食又は夕食を定期的に
届ける。

平成24年度末現在の利用者数　136
人
（参考　平成23年度末現在の利用者
数　131人）

利用者数　135人（平成25年度末時点）

食事を用意することが困難な障害者の栄
養状態の向上させ，地域において自立し
た生活を維持することに資することができ
た。

事業の周知広報を通じたサービスの利用
促進に努める。

150
障害者支
援課

障害者福祉センター運営管理

障害者福祉センターにおいて自立訓
練や生活介護事業を多機能型で運
営するとともに，講習会，会報発行，
貸館等を実施する。
また，災害時には福祉避難所の開設
運営を担うことから、福祉避難所の体
制づくり，定期的に避難訓練を行な
う。
さらに，障害者福祉の地域拠点機能
を担う。

・自立訓練（機能訓練・生活訓練）事
業，生活介護事業の実施
・貸館事業，各種講習会・イベントの
開催

・自立訓練（機能訓練・生活訓練）事業、
生活介護事業の実施
・貸館事業、各種講習会・イベントの開催
・福祉避難所の体制づくり

　自立訓練や生活介護事業といった障害
福祉サービスの提供のみならず、キャッ
プハンディ体験やロビーコンサート等、各
種講習会やイベントの開催を通じて、障
害者福祉の普及啓発にも取り組むなど、
地域の障害者福祉の拠点施設としての役
割を果たした。

より快適なサービス利用を目指し、接遇
面の更なる向上やわかりやすい情報提供
に取り組むとともに、必要に応じて地域に
出向いての講習会を開催するなど、地域
とのつながりをより強いものとするための
取り組みを推進する。

151
障害企画
課

高額障害福祉サービス等給付費
の給付

障害福祉サービス，補装具，介護保
険，児童福祉法に基づく給付の自己
負担額が基準額を超える場合に当該
額を償還する。

・件数　　　　　757件
・支給額　　　2,980千円

・件数　　　　　620件
・支給額　　　2,297千円

各制度を併せて利用している障害者や，
複数の利用者がいる世帯等について，経
済的負担が軽減されることにより，必要な
サービスを活用した支援が実現できてい
る。

支給については該当者からの申請による
ため，引き続き対象者の把握および申請
勧奨による案内を行う。

相談支援事業，移動支援事業など障害者自立支援法の地域生活支援をはじめとした多様なサービスを提供し，一人ひとりに合ったきめ細やかなサービスの提供を図る。
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152

環境局
廃棄物管
理課

一般廃棄物処理手数料の減免
（ストマ装具・紙おむつ等支給者
へのごみ袋の配布）

在宅重度障害者（児）日常生活用具
給付事業においてストマ装具・紙お
むつ等を支給されている方に減免相
当分として家庭ごみ指定袋（中サイ
ズ）50 枚を配付する。

・在宅重度障害者(児)日常生活用具
給付事業によってストマ装具及び紙
おむつ等の支給を受ける方(18歳未
満の方についてはその保護者)を対
象としている。
・申請に基づき，1,331人の方に家庭
ごみ指定袋を配布した。

・在宅重度障害者（児）日常生活用具給
付事業においてストマ装具または紙おむ
つ等の支給を受ける方(18歳未満の方に
ついてはその保護者)を対象としている。
・申請に基づき1,337人の方に家庭ごみ指
定袋を配布した。

申請後概ね1ヶ月程度で発送できており，
ごみ袋有料化に伴う費用負担を軽減する
ことに貢献できた。

これまでと同様に障害企画課・各区障害
高齢課と協力し，制度の周知を行うととも
に，申請後1ヶ月程度でごみ袋を発送でき
るよう事業を進めていく。

③ サービスの質の維持向上を図る指導

153
障害者支
援課

苦情解決体制や第三者評価事業
体制の周知

施設等において障害のある方に対す
る権利侵害がおきないよう，福祉
サービスの苦情解決体制や第三者
評価事業制度の周知を行う。

施設利用者から個別の相談があった
場合に，制度の紹介，利用の促進を
図った。

事業所における苦情解決体制の運営状
況について照会を行うことにより、苦情解
決体制の制度周知及び苦情解決の状況
について報告を求めるとともに、実地指導
の際には、制度の運用状況についての確
認を行った。

事業所に対する実地指導においても，苦
情の受付及び解決に取り組む状況が確
認できたことから，サービスの質の維持向
上につなげることができた。

今後も集団指導、実地指導などの場にお
いて、事業所に対して苦情解決体制や第
三者評価事業体制の周知徹底に努めて
いく。

154
障害者支
援課

指導監査の推進
本市が実施する施設監査等を通して
利用者の処遇向上等を図る。

一般監査実施数（障害者（児）施設及
び実施機関）
・障害者支援施設　　　　　   8
・児童施設　　　　　　　　　  　3
・地域活動支援センター　 14
・相談支援事業所　　　　 　16
・福祉ホーム　　　　　　　　 　2
・実施機関　　　　　　　　　    １

【実地指導・監査】
・障害者支援施設：７箇所
・児童発達支援センター・医療型障害児
入所施設：３箇所
・地域活動支援センター・地域活動推進セ
ンター：12箇所
・障害者相談支援事業所：16箇所
・障害福祉サービス事業所：83箇所

【集団指導】
平成26年２月28日開催：253事業所

人員，設備，運営及び報酬請求の基準に
基づき指導・監査を行い，障害福祉施設
の適切な事業運営に向けて，改善を促す
ことができた。

障害福祉サービスの質の確保・向上及び
自立支援給付の適正化を図るため，引き
続き実地検査を中心とした指導・監査に
努めていく。

(2)

① 障害福祉に従事する人材育成・研修の充実

155

障害企画
課，
障害者支
援課，
障害者総
合支援セ
ンター，
北部・南
部発達相
談支援セ
ンター，
精神保健
福祉総合
センター

各種研修等の実施

４つの専門相談機関や相談支援事業
所，就労支援センター等関係機関と
の連携による研修や調査，研究を実
施する。

 1) 障害者保健福祉新任職員研修
　　２回、計８８人参加

 2) 障害福祉サービス事業所向けBCP研修
　　1回，約250人参加

　　（再掲：整理番号112）
 3) 「福祉的就労ステップアップ事業」による
　　研修会他　8回（研修会3回，見学会1回，

　　ワークショップ4回），70人参加
 4) ケアホームとグループホームの一元化

　　に関する説明会　１回，63人参加
 5) ケアマネジメント従事者研修　4回，
　　計122人参加（再掲：整理番号27）

 6) 呼吸リハビリテーション支援者研修会
　　67人参加（再掲：整理番号55）

 7) 重度障害者コミュニケーションスキル
　　アップ研修会　28人参加
　　（再掲：整理番号56）

 8) 高次脳機能障害のリハビリテーション
　　1回，45人参加（再掲：整理番号59）

 9) テクノエイド推進事業障害福祉セミナー
　　4回，66人参加（再掲：整理番号57）

区役所・総合支所，専門的な相談機
関，相談支援事業所，障害者福祉セ
ンター等の職員を対象に障害者ケア
マネジメント研修を実施した。
・障害保健福祉新任職員研修
　2回，計78人参加
・障害者ケアマネジメント研修
　5回，計257人参加

障害福祉や保育所・幼稚園に従事する市
職員をはじめ，障害福祉センターや各種
事業所の職員や支援者等を対象に研修
会などを実施したことで，参加者の知識の
向上とともに専門性を備えた人材育成に
つながった。

複雑化・多様化する障害者支援に適切に
対応できる高い専門性を備えた職員等を
育成していくため，研修会等の内容の充
実を図っていく。

人材の育成・確保

障害のある方が利用するサービスの質を維持し，向上を図るため，事業者への指導等を行う。

行政，各団体など多様な主体による専門分野に関する研修会などを活用し，障害に関する専門性を備えた人材の育成を図る。

29



　　　　　　　様式１

方
針

整
理
番
号

Ｈ26
担当課

重点プ

ロジェ

クト

（◎）

モニタ

リング

対象市

単独事

業（☆）

事業名 事業概要 平成24年度実績 平成25年度実績 平成25年度実績に対する評価 課題と今後の方向性

仙台市障害者保健福祉計画・第3期仙台市障害福祉計画　掲載事業　実施状況
資 料 １０

② ボランティアなど地域で支える担い手の確保

156 社会課
仙台市ボランティアセンターによ
る各種専門研修等

ボランティアに必要な知識や技術の
研修機会を提供し，ボランティアを発
掘・育成するとともに，ボランティア要
請と派遣のマッチングやアドバイス等
の支援を行う。
また，キャップハンディ体験(障害者理
解)のための教材の貸し出しを行う。

・地域のボランティア育成講座
　（各区社協毎実施）
　429人参加
・キャップハンディ体験学習指導員・
講
　師派遣
　62回派遣　5,624人参加
・夏のボランティア体験会
　382人参加

・地域のボランティア育成講座
　（各区社協毎実施）
　444人参加
・キャップハンディ体験学習指導員・講師
　派遣
　61回派遣　4,723人参加
・夏のボランティア体験会
　447人参加

ボランティアの育成，地域の人材発掘に
ついて，各種講座に6,000人弱の参加が
あり，ボランティアへの関心を高めること
に一定の効果があったものと考えられる。

引き続き各区で実施されている地域ボラ
ンティア育成講座について参加者数の増
加に向けた取り組みを行う。

10) アーチル新任研修

　　2回，延べ約70人参加
11) アーチル発達障害基礎講座

　　3回，計577人参加
12) アーチル発達障害特別講座
　　2回，計230人参加

13) アーチル療育セミナー
　　1回，計175人参加

14) 成人施設中堅者研修
　　4回，延べ124人参加
15) 行動障害研修

　　6回，延べ230人参加（第二自閉症児者
　　相談センターなないろとの共催）

16) 共催セミナー
　　1回，46人参加（学びの連携推進室との
　　共催）

17) 精神保健福祉初任者研修
　　1回　51人参加

18) 精神保健福祉実践講座
　　1回　17人参加
19) アルコール問題研修講座

　　1回　37人参加
20) 自殺予防研修会（ゲートキーパー研修）

　　9回　計552人参加
21) 思春期問題研修講座
　　1回　16人参加

各種事業の実施や各団体などの取り組みを通し，ボランティアの養成やボランティアへの関心を高め，市民の活動への参加を促す。
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